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両極展開

全国安全センターでは、このたびインターネッ

トにホームページを開設しました。アドレスは、

http://www.jca.ax.apc.org/joshrc/

ついでに、 E-mailのアドレスは、

joshrc@jca.ax.apc.org 

です。なお、これは 1997年4月からのもので、 3月 

までは rjca.ax.apc.orgJの部分が rjca.orjpJでし

た(当分はとちらも使えるそうですが、 4月から変

更になりますのでこ注意下さい)。

昨年から検討を始めていたものの、インター

ネットの活用方法について充分に詰めることの

できないまま、言わば見切り発車で、今のととろ、

日本語版のみ、下記のような貧弱な内容です。

①全国安全センターの活動紹介

cg全国安全センター役員体制

各地域安全センター住所・連絡先

④全国安全センタ一規約・規定

⑤「安全センター情報j目次(過去の全目次掲動

⑥トピックス

.V D T労働ホ、ノトラインなど

今後、皆様の御意見や先進的な経験を取り入れ

ながら、インタ｝ネットの積極的な活用方法を検

調|

討していきたいと思います。

Hazards magazine 誌第57号 (Jan-March

1997)の rWorldWide W e b上の安全衛生情報」

という特集記事を以下に紹介しておきます。

x x x x

http://wwwアドレスを避けて通ることは難し

くなっている oインターネットのアドレスは、テ

レビの広告から業務用名刺まであらゆるところ

に現われてきている。また、われわれは、労働組合

やキャンベーン団体、あるいは、公的な安全機関

が、いまではインターネットを使って、安全衛生

情報を探索し、交換し、表示するようになってき

ていることを知っている。

もし、あなたが、このようなハイテク・ビジネス

を無視しようと思っているなら、考え直した方が

よい。 T U C (労働組合会議、イギリスのナショナ

ル・センター)の安全衛生局では、 WEBを通じて、

あなたの近くの労働組合事務所に安全衛生情報

を届けようとしている。これは、 2,OC口笛所の地域

の労働組合事務所およひ'TUC教育センターを基

盤にしたWEBサイトのネットワークを構築しよ

うという計画である。

World Wide Web(WWW)は、人々が送って

くる情報は何でも包含している。そこには、たく

さんの主に個人的情報のようなゴミや雑談、薄っ

ぺらな偽装広告などもある。しかし、また、以下の

ような有益な情報も存在する。

-キャンベーン、コミュニティ・グループ、労働組

合、セルフ・ヘルプ・グループ、政党およびボラ

ンタリーグループからの情報

-政府および公的機関からの情報

.新聞および雑誌からの情報

-大学および図書館などからの情報

インターネットに関して言えば、本質的に「親一

労働組合的」なものは何もない。イギリスの新聞

「インターネット・ビジネス・アナリシス jは、イギ

リス企業がいかにインターネットに対応してい

るかというととに関するトッフ。記事の中で、この

夏の郵便労働者の争議期間中の r(争議を)打ち負

かすj道具として描いている。しかし、一方では、

労働組合が、リパプールの造船労働者の争議を含

めて、その行動のために、インターネットを活用

しはじめているのである。

T U Cおよび続々と多くの加盟労働組合が、現

在、 WEBサイトを持つようになっている。しか

し、安全衛生情報に関しては、寄せ集めのものが

多く、また、(その情報自体が)めったにない。

U S D A Wは、まれな例外で、そのホームページ上

で安全衛生情報を提供している。

たいていの労働組合のサイトは、イギリスおよ

び海外の安全衛生関係サイトへのリンク集を用

意している。これらの「リンク」は、有益な情報を

探知するためのスタートポイン卜になり得る。

とれらのサイトに有益で、正確、最新の情報が

必ずあると言っているわけで、はない。労働者安全

代表は、未知の情報に対して慎重であるべきであ

る。「インターネット上では、誰もあなたが犬であ

ることを知らない」というジョークがあるように。

中心的なサイトは、関係するテーマについて、

インターネット情報に関してお互いに協調を

図っている。そのようなサイトとしては、

Canadian Centre for Occupational Health and 

Safety (CCOHS) 、Finland's Institute of Occu

pational Safety Engineering、O S H W E B、Safety 
Related Internet Resources from Chrisite

Communicationsなどがある。

労働組合やコミュニティ・グル←ブのためのア

ドバイス・センターであるロンドン・ハザーズ・セ

ンターでは、その運用するデータベース rHAZLI

TJにアクセスすることのできる WEBページを

1997年に開設する予定である。 HAZLITには、同

センタ←が持つ参考文献や抄録に関するすべて

の情報が載っており、現在、 Poptel Health and

Safetyのホ←ムページを通じてアクセスすると

とができる。

Hazards の姉妹誌である Workeぱ Health 

Intemational Newsletter (WHIN) は、イギリス連

邦 (Commonwealth)T U Cとともに、太平洋周辺

の C T U C傘下組織に、オンラインで安全衛生情

報を提供する取り組みを行っている。

いくつかのたいへん創造的なサイトが、将来の

可能性を暗示している。公的な安全監視者である

WorkSafe Western Australiaでは、そのWEBサ

イトを、労働者および学生向けの安全衛生学習

パッケージ、法令や統計、安全代表者ハンドブッ

クなどを広めるために活用している。また、オン

ラインによる照会(質問)に対して、 24時間以内に

回答することを保証している。

イギリスにおいても、 1996 年日月から、 HSE

(Health and Safety E x e口ltive)のオンライン照会

(質問)サービスのパイロット事業が始まっている

が、 rlO日以内に照会(質問)に回答Jするよう努力

するとしているものの、応答率は及ぶべくもない。

アメリカの E P A (環境保護庁)のサイトである 

Enviro$en$eには、溶剤の代替品に関する膨大な

データベースや有益なケミカル・ハザーズ・デー

タが、 Pesti口氏 Information Service (PESTIS)

Databaseとして含まれている。

また、より草の根レベルの FEB(τ 'heSwedish 
Asso-ciation For the Electrically and VDT 

Injured)では、そのサイトを使って、 VDUに関す

る安全衛生調査を実施している。

(ここで紹介された関係サイトへはホ 悶～

ムページ上でへリンクを張る予定です。) ～
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快適職場指針とセットで活開書官

全国安全センタ一事務眉
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健康保持増l構指針を"改

労働省は 1 9 9 7年2月3日付けで、 9年ぶりに、

「事業場における労働者の健康保持増進のための

指針J(公示)を一部改正した(1健康保持増進指

針j、改正指針全文と関係通達を9頁以下に掲載) 。

この指針は、下記のような労働安全衛生法第70

条の2の規定に基づくもので、 1988年の法改正に

よってこの規定が新設され、同年9月1日にはじ

めて制定されたもの。 1988年の法改正では、第7

章のタイトル白体が「健康管理Jから「健康の保持

増進のための措置Jに変更されている。

第7章 健康の保持増進のための措置

第 65 条～第 68条省略

［健康教育］

第 6 9条事業者は、労働者に対する健康教育及

び健康相談その他労働者の健康の保持増進

を図るため必要な措置を継続的かつ計画的

に講ずるように努めなければならない。

2 労働者は、前項の事業者が講ずる措置を利

用して、そロ:健康の保持増進に努めるものと

する。

［体育活動等についての便宜供与等］

第 7 0条事業者は、前条第1項に定めるものの

ほか、労働者の健康の保持増進を図るため、

体育活動、レクリエーションそι他の活動に

ついての便宜を供与する等必要な措置を講

ずるように努めなければならない白

【健康の保持増進のための指針の公表1
第 70条の2労働大臣は、第69条第1項の事業

者が講ずべき健康の保持増進のための措置

に関して、その適切かつ有効な実施を図るた

め必要な指針を公表するものとする。

2 労働大臣は、前項の指針に従い、事業者又

はその団体に対し、必要な指導等を行うとと

ができる。

【国の援助］

第 71条国は、労働者の健康江保持増進に関す

る措置の適切

かつ有効な実

施を図るた

め、必要な資

料の提供、作

業環境測定及

び健康診断の

実施の促進、

事業場におけ

る健康教育等

に関する指導

員の確保及び

資質の向上の

促進その他の

必要な援助に

努めるものと

する。

2 国は、前項

の援助を行うに当たっては、中小企業者に対

し、特別の配慮をするものとする。

ここで新たに事業主の努力義務とされた「健康

保持増進措置」は、 THP( トータル・ヘルス・プロ

モーション・プラン)とよばれている。
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積瞳的安全衛一対策の2本柱 

"""1111' 11 "

「とれまでの労働安全衛生対策は、危険又は有

害な因子の排除を中心として、最低基準の確保と

自主的な労働災害防止活動を通じてこれを推進

してきたが、これからの労働安全衛生対策として

は、より積極的な対応が求められている。『快適職

場』の形成施策は、昭和63年から実施されている

心身両面の健康保持増進対策 (Total Health 
Promotion Plan:略称 THP)とともに、今後の労

働安全衛生活動を構成するものと整理するとと

ができる。これらの対策が総合的に実施されるこ

とにより、豊かな勤労者生活を実現するための基

盤を整備することとなる(図参照)J( 1991年11月

快適職場のあり方に関する懇談会報告書 1992

年9月号参照) 。

すなわち、「健康の保持増進」と「快適職場の形

成jが、これからの「より積極的な安全衛生対策J

の2本柱になるという位置づけである。

ちなみに、 1992年の法改正によって、労働安全

衛生法に「第7章の2快適な職場環境の形成の

ための措置」が新設され、以下のような条文が導

入されている(第3条［事業者等の責務］も一部改

正されている)。

第7章の2 快適な職場環境の形成のための

措置

【事業者の講ずる措置】

第 71条の2事業者は、事業場における安全衛

生の水準の向上を図るため、次の措置を継続

的かつ計画的に講ずることにより、快適な職

場環境を形成するように努めなければなら

ない。

① 作業環境を快適な状態に維持管理するた

めの措置

② 労働者の従事する作業について、その方法

を改善するための措置

③ 作業に従事することによる労働者の疲労

を回復するための施設又は設備の設置又は

整備
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④ 前3号に掲げるもののほか、快適な職場環

境を形成するため必要な措置

［快適な職場環境の形成のための指針の公表】

第 71条の3労働大臣は、前条の事業者が講ず

べき快適な職場環境の形成のための措置に

関して、その適切かつ有効な実施を図るため

必要な指針を公表するものとする。

2 労働大臣は、前項の指針に従い、事業者又

はその団体に対し、必要な指導等を行うこと

ができる。

【国の援助］

第 71条の4国は、事業者が講ずる快適な職場

環境を形成するための措置の適切かつ有効

な実施に資するため、金融上の措置、技術上

の助言、資料の提供そ¢船主、要な援助に努め

るものとする。

そして、第71条の3第1項の規定に基づき、「事

業者が講ずべき快適な職場環境の形成のための

措置に関する指針J(平成4年7月1日労働省告

示第59 号)が制定されている (r快適職場指針」、

1 992年9月号参照)。

したがって、「事業場における労働者の健康保

持増進のための指針J(健康保持増進指針)は、 「事

業者が講ずべき快適な職場環境の形成のための

措置に関する指針J(快適職場指針)と並んで、 「よ

り積極的な安全衛生対策」の2本柱の内容を示す

重要な指針ということができる。

快遇措|端材料lull トで

「健康保持増進」が導入された1988年の法改正

では、同時に、「事業者は、労働者の健康に配慮し

て、労働者の従事する作業を適切に管理するよう

に努めなければならないJ(第65条の3(作業管

理］)という規定が新設され、作業環境管理、作業

管理、健康管理のいわゆる3管理を総合的に推進

することが重要であることが強調された。

［職場における労働者の健康の保持増進を図る

ためには、 CI作業環境を良好な状態に維持管理す

ること(作業環境の管理)、②作業を適切に管理す

るとと(作業の管理)、③労働者の健康状態を的確

に把握し必要な措置を講ずること(健康の管理)

の3つが総合的に機能することが必要である。

とのうち、②の「作業の管理」については、従来

の労働安全衛生法において必すしも条文上、明確

に位置付けられていなかったため、これを明らか

にし、前述の3管理が総合的に推進されることに

より労働者の健康の保持増進が図られることを

明確にするため、事業者は、労働者の健康に配慮

して、労働者の従事する作業を適切に管理するよ

うに努めなければならないこととしたこと。 J(昭

和 63年9月 16日付け労働省発基第8 4号労働事

務次官通達)

VDT作業のための労働絹生上の指針(昭和 60

年 12月20日付け基発第 705号 1997年1・2月号

参照)、騒音障害防止のためのガイドライン(平成

4年10月1日付け基発第54 6号 1993年9月号参

照)、職場における腰痛予防対策指針(平成6年9月

6日付け基発第54 7号 1994年 12月増刊号参目的、

職場における頚肩碗症候群予防対策に関する検討

結果(平成7年8月 1995年 12月号参照)、熱中症

の予防対策(平成8年5月21日付け基発第329号

1996年8月号参照)などは、いず、れも、 qド業管

理、②作業環境管理、(J健康管理、④労働衛生教育

という項目建てで一貫してきている。

一方、「健康保持増進指針」と「快適職場指針Jfこ

関しては、前者が健康管理と労働衛生教育、後者

が作業環境管理と作業管理というように言わば

任務分けをしているものとも言える。したがっ

て、両方の指針に基づいた取り組みを合わせて行

うととによって、はじめて r3管理を総合的に推

進」することができると言うべきである。「健康保

持増進」だけが強調されると、労働者の自助努力

が要求されるだけで職場改善につながらないと

いう結果に終わりかねない。

その点に留意して、「健康保持増進指針」を活用

していただ、きたい。指針の内容については、指針

本文(9頁)を参照されたい。今回の改正自体は、別

掲通達(15頁参照)にあるように、健康保持増進措

置を実施するスタッフの名称変更および研修実

施機関に係る規制緩和等の部分改正にとどまる

が、具体的内容が後述の「助成制度」に左右される

面もあり、その改正が予定されていることに留意

されたい。
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補助金頼房副の実掛確様策
~1!lnml~I~'''''''

いずれも事業主の「努力義務」にすぎない「健康

開寺増進」と「快適職場形成促進jの実効確保のた

めに、労働省が用意しているのは、補助金等によ

る誘導策だけといっても過言ではない。具体的に

は、 I労働者健康保持増進事業助成事業J( ①人材
養成研修事業、c?健康測定等健康保持増進事業、

③健康測定用機器及び運動用機器等整備事業

平成元年5月2 9 日付け基発第2 7 6号等)および

「中小企業安全衛生活劇足進事業助成制度J( ①中

小企業集団安全衛生活動促進事業、告特殊健康診

断用等機器整備事業平成7年3月22日付け発

基第22号等(1995年11月号 14頁に概要))で、い

ずれも補助事業者は中央労働災害防止協会とさ

れている(他に「快適職場形成融資Jもある) 。

このうち健康測定等健康保持増進事業と中小

企業集団安全衛生活動促進事業については、 l補
助期間 3年間」とされ、補助金がつく3年間は何

らかの取り組みを行うが、補助金が切れればそれ

でおしまいという実状がままあるととが指摘さ

れているのである。

1996年法改正のもととなった中央労働基準審

議会の建議(1996年1月19日 1996年3月号参

照)では、「労働者の健康づくりを促進するための

支援Jとして以下のように述べており、また、「一

般健康診断の実施の徹底及び受診率の向上」等も

取り上げられている。

労働者の健康づくりを促進するための支援

「中小規模事業場において、『適当な指導者がい

ない~I設備、場所がないjl時間がない』等の理由

により取組みを行っていない事業場の割合が高

いことから、特に中小規模事業場において労働者

の健康づくりの取り組みが積極的に図られる必

要がある。

［対策の方向〕

イ 日常生活における健L康づくりについては、中

小規模事業場に対し、健康保持増進措置(以下

「耳1P Jという)の 層の普及促進を図るとと

もに、国の支援の充実について検討する必要が

あるとと。

ロ また、日常生活において健康づくりを行うと

とが困難な労働者が日常生活を離れて集中的

に健康づくりに取り組むととにより、日常生活

における健康づくりに資するよう、施設の効果

的な活用や、滞在型の健康づくりのT H Pとし

ての位置付け等についてあわせて検討する必

要があるとと。 J

1997年度の労働省予算案で、「中小企業者の集

団が行う労働災害防止活動から健康確保・快適職

場づくりまでの活動を促進する助成制度の拡充J
(33億7千万円)が掲げられており、上記補助金制

度も拡充・変更される見込みであるので、とれに

ついては、あらためて紹介することとする。

労輸措端端!出|鉢改正
補助金頼みのこのような実態に対して、努力義

務ではなく強制義務にして、健康イ呆持増進指針あ

るいは快適職場指針等に「違反」した場合には罰

則を課すようにすべきだという意見もある。しか

し、それらの指針の個々の項目をみオリ工、すべて

とは言わないまでも、そのような発想にそぐわな

いことがわかるだろう。それは当然のととであ

り、罰則を背景にして確保すべき「法定長低基準」

と最低基準を上回る「より積極的な安全衛生対

策」の実現との反別は重要である(法定最低基準

の引き上げが必要でないということではない)。

「法定最低基準の確保jに加えて「より積極的な

安全衛生対策」が要請されるなかでの「とれから

の産業保健のあり方」が問題とされているのであ

る。

本来、 1988年の「健康の保持増進J、1992年の

「快適な職場環境の形成促進」に続き、「これから

の産業保健のあり方jというテーマを宇都Tた今回

1996年の労働安全衛生法改正が取り上げるべ

き課題であった。しかし、残念ながら、既報のとお

り、 1996年の法改正は、「産業医」および「健康診

6安全センター情報, 997年4月号 安全センタ←情報 1997年4月号 7



EE主君臨~::tfU!ll晴樹i主｝調醐醐園田蝿盟蝿蝿蝿睡盟醐醐睡盟盟踊酷蝿醐蝿盟瞳醐輯蝿醐醐

断」に関する部分改正にとどまった (r改正労働安

全衛生法ハンドブック 『産業医』制度を問い直

すJ(1997年1月増刊号)、 1996年 11月号(改正労

働安全衛生法解説)、 1996年3月号(中央労働基準

審議会の建議等)、 1995年7月号(これからの産業

保健のあり方に関する検討委員会報告)等参R問。

周知のとおり、日本の労働安全衛生法には、労

働者の権利条項は存在しないと言ってよい。わず

かに、監督機関への申告(法第 97条第1境) 、健康

管理手帳の交付申請(法第第6 7条、安衛則第5 3条

第Z買)があるばかりである。一般に労働者の権利

と受け止められている、安全衛生委員会への労働

者代表の参加(法第17～19条)や急迫した危険な

状況でのいわゆる|就労拒否J(法第25条)なども、

事業主の義務としての規定であり、その内容も

まったく不十分である。

「より積極的な安全衛生対策jとの関連では、 「健

康保持増進」を導入した 1 9 8 8年の法改正によっ

て、衛生委員会の調査審議事項として「労働者の

健康の保持増進を図るための基本となるべき対

策に関することlが追加明記されたこと、「快適

職場指針」の中で、「快適な職場環境の形成のため

の措置の実施に関し考慮すべき事項Jとして「労

働者の意見の反映」が掲げられている (r快適な職

場環境の形成Jに関することが安全衛生委員会の

調査審議事項として法文条明記されていないが、

当然含まれるものと解すべきである)。

ポイン卜は、労働安全衛生法体系のなかで、①

使用者の包括的な安全衛生義務の明確化、②労働

者(代表)の権利の確立、@有効な産業保健(労働

安全衛生)サービス、およびその3者(監督機関を

含めれば4者)の関係を明確化させるととだと考

える。

これは、日本の労働安全衛生法制の抜本的改正

を迫るものである。各国における労働安全衛生関

係法令の劉席、マネージメント・システムの「規格」

化(品質管理、環境管理、労働安全衛生管理)、

CODE OFC ONDUCT(企業の行動規範)、労働

者住民の「知る権利J( R T K : RighHo-Knou)を

めぐる動向なども検討・反映される必要があろう

(本誌でも、 I S Oによる国際規格化の動き (1996年

12月号ほか)、ヨーロッパ財団の事業場健康活動

に関するレポート (1994年8月号)、安全衛生に関
する労働者代表の権利国際比較(1993年5～7月

号)などを紹介している)。

そして、また、法改正を待つまでもなく、職場に

おける労働安全衛生のあり方を変革していく必

要がある(法律で明記されていなくてもすでに確

立されている権利も多々あるはずである)。 r健康

保持増進」、「快適職場」施策の積極的活用がその

ような取り組みを促進することを期待したい。

THF出11415H|品|出場|岩l事項
:TTiIII~111

最後に、とくに「健康保持増進指針」を活用する

にあたって、留意すべき事項を掲げておく。

① 健康の保持増進だけでなく快適職場の形成

促進と合わせて総合的に取り組んでいくこと。

② 健康保持増進措置を実施する各種スタッフ

の選任にあたっては、労働者代表・労働組合の

同意を条件とすること、および、積極的に労働

者代表労働組合が推薦する者を選任させてい

くこと。

③ 「健康保持増進専門委員会」を設置する場合

には、上記も含めて、労働者を代表する者が構

成員の半数以上となるようにすること。

④ 労働者健康増進サービス機関の利用、選定に

あたっては、労働者代表労働組合の同意を条

件とすること

⑤ 健し康保持増進措置の実施に当たっては、それ

を利用する労働者自身の意見が反映されるよ

うにすること。

⑥ 健康保持増進措置の実施に当たっては、労働

者の自由意志による利用を確保し(強制しない

とと、利用しないことによるいかなる不利益取

り扱いもないこと)、その内容・効果等について

の周知に努めるとと。

⑦ フロライバシーの確保対策を具体的に図るこ

と。

⑧ 労働者の自主的な取り組み(健康サークル

等)に対する積極的な便宜供与を図る 町晴
乙と。 訟品岨

事業場における労鱒轟岳鰭嬢
器持増議的ため的指針

(昭和6 3年9月1日健康保持増進のための指針公示第1号)
(改正平成9年2月3日健康保持増進のための指針公示第2号)

本格的な高齢化社会の到来、急速な技術革新の

進展等の社会経済情勢の変化は、職場における労

働者の安全及び健康の確保に大きな影響を及ぼ

しつつある。

高年齢労働者は、若年労働者に比べ労働災害の

発生率が高く、また、被災した際の休業日数も長

期化する傾向にあるが、それら労働災害は、転倒、

墜落・転落等により発生する場合が多い。とれは、

加齢による運動機能、感覚機能等の低下が高年齢

労働者の労働災害の発生に大きくかかわっている

ことを示しているものと考えられる。また、高年齢

労働者は、高血圧性疾患、虚血性心疾患止などの有

病率が高く、これらの疾病は、労働者の従事する業

務の態様によって影響を受けることもある。

また、最近、 ME機器等の導入による労働者のス

トレスの問題、すなわちストレスによる職場不適

応の発生やストレス関連疾病の発症の例も見ら

れ、労働者の心の健康の問題が重要な課題になっ

ている。

さらに、労働力人口応急速な高齢化に伴い、高年

齢労働者は、将来においても経済社会の担い手と

なることが期待されてlおり、労働者全てが心身両

面にわたり健康で、その能力を十分に発輝できる

職場環境を形成するととにより労働災害の発生を

防止することが、重要な課題となってきている。

これらの課題に対処するため、国は次のような

役割を担うものである。

① 労働災害妨止計画において、労働者の健康の

僻守増進を図るための対策を策定し、公表する

こと。

② 事業者が講ずる労働者の健康の保持増進の

ための措置に関して、その適切かつ有効な実施

を図るため必要な指針を公表すること。

③ 事業場における労働者の健康の保持増進措

置を実施する人材企蓋盛ゑ盆進すること。

④ 事業者の行う健康保持増進対策の実施に関

して、必要な指導、助言及び援助を行うこと。

⑤ 事業者の委託を受けて、労働者の健凍の保持

増進のための業務を行う機関(以下「労働者健

康保持増進サービス機関Jという。)の認定基準

(注 17頁参照)を定め、国の指定した機関に

おいて、その認定を行うとと。

⑥ 中小企業者に対して、労働者の健康保持増進

対策の実施に関する特別の配慮を行うこと。

事業場において健康教育等の労働者の健康の

保持増進のための措置が適切かつ有効に実施さ

れるためには、その具体的な実施方法が、事業者

において確立していることが必要である。

本指針は事業場において事業者が講ずるよう

努めるべき労働者の健康の保持増進のための措

置(以下「健康保持増進措置」という。)が適切かっ

有効に実施されるため、当該措置の原則的な実施

方法について定めたものである。事業者は健康保

8 安全センター情報 1997 年4月号 安全センタ情報1 9 9 7年4月号 9



酷時事艶;引: ( , H J A可出品二重出抽盟醐瞳醐醐醐醐醐醐醐醐瞳瞳醐醐醐醐醐田園醐醐田園醐醐醐醐醐醐

持増進措置の実施に当たっては、本指針に基づく

とともに、各事業場の実態に耳目した形で取り組む

ととが望ましい。

近年における医学の進歩に伴い、心疾患、高血

圧、糖尿病などの成人病については、若年期から

継続した適切な運動を行い、健全な食生活を継持

し、ストレスをコントローjレするととにより、予防

できることが明らかにされてきた。また、健IA主管理

やメンタルヘルスケア等心身両面にわたる健康指

導技術の開発も進み、多くの労働者を対象とした

健康の保持増進活動が行えるようになってきたo

また、労働者の健康の保持増進には、労働者自

らが自主的・自発的に取り組むことが重要であ

る。しかし、労働者の働く職場には労働者自身の

力だけでは取り除くことができない健康障害要

因、ストレス要因などが存在しているので、労働

者の健康を保持増進していくためには、労働者の

自助努力に加えて、事業者の行う健康管理の積極

的推進が必要である。その健康管理もこれまでの

単に健康障害を防止するという観点のみならず、

更に一歩進んで、労働生活の全期間を通じて継続

的かつ計画的に心身両面にわたる積極的な健康

保持増進を目指したものでなければならない。

労働者の健康の保持増進のための具体的措置

としては、健康測定(健康度測定すなわち健康保

持増進のための健康測定をいう。)とその結果に

基づく運動指導、メンタルヘルスケア、栄養指導、

保健指導等があり、これらの事項は、それぞれに

対応したスタッフの緊密な連携により推進され

なければならない。

健康保持増進計画等

寄り健康保持増進計画の策定

イ健康測定、運動指導等の健康保持増進措置

は、中長期的視点に立って、継続的かつ計画的

に行われるようにする必要がある。このため、事

業者は、労働者の健康¢保持増進を図るため基

本的な計画(以下「健康保持増進計画Iという。 )

を策定するように努めることが必要である。
健康4尉寺増進計画で定める事項は、次のとお

りである。

① 事業場内健康保持増進体制の整備に関す

ること。

② 労働者に対する健康測定、運動指導、メン

タルヘルスケア、栄養指導、促健指導等健康

保持増進措置の実施に関すること。

③ 健康保持増進措置を講ずるために必要な

人材の確保及び施設、設備の整備に関するこ

と毘
④ その他労働者の健康保持増進に必要な措

置に関すること。

口 事業者は、健康保持増進計画の策定に当たっ

ては、衛生委員会等に付議するとともに、事業

場内の健康保持増進対策を推進するためのス

タッフ (3 (2)を参照)の意見を聴くための機会

を設けるよう努めるととが望ましい。

'{2) 事業場内健康保持増進対策の推進体制の

確立

事業者は、事業場内の健康保持増進対策を推進

する体制を確立するため、次に掲げる組織、ス

タッフ等を活用、整備するように努める乙とが必

要である。

イ 衛生委員会等

(イ)常時5 0人以上の労働者を使用する事業場に

おいては、衛生委員会又は安全衛生委員会にお

いて、健康保持増進計画の策定等、労働者の健

康の保持増進を隠るための基本となるべき対

策(以下「健康保持増進対策」という。)を積極的

に調査審議すること。

その際、産業医等僻康保樟増准措置宇宴怖す

盈三乏ユヱの意見を十分取り入れる体制を整

備するとと。

(口)常時5 0人未満の労働者を使用する事業場に

おいても、衛生に関する事項について関係労働

者の意見を聴く際には、健康保持増進対策に関

しでも意見を求めるように努めること。

口 惇康保梼増進措置害実腕するスタッフ

(イ)事業場における健康保持増進措置を実施す

るに当たっての必要なスタッフの種類とその

役割lは次のとおりである。

①産業医

健主 ～IJ定を実施し、その結果に基づいて個人

ごとの指導票を作成する。さらに当該個人指導

票により、僻康保捧増准措置宇寧協する他のス

タッフに対して指導を行う。

②運動量導担当主

健康、目定の結果に基づき、個々の労働者に対

して具体的な運動ブログラムを作成し、運動室

践宏行うに当汗つての指導宇行う内主F向ら立

は1軍事I実践担当者に指示し、当該プロゲラムヤ

基づく運動実践の指導援助を行う。

③運盈皇盤担当重量
運動プロゲうムlア基づ弁、 i軍動指導担当主の

指示のもとに個々の労働者に対する運動実践

の指導援助を行う。

④企翠担蓋担当主

健康測定の結果に基づき、メンタJ ν ¥ルスケ

アが必要と判断された場合又は問診の際に労

働者自身が希望する場合に、産業医の指示のも

とにメンタルヘルスケアを千千う。

(［産業栄養指導担当者

健康測定の結果に基づき、必要に応じて栄養

指導を行う。

⑥産業保健指導担当者

健康J目定の結果に基づき、個々江労働者に対

して必要な保健指導を行う。

(ロ)これらのスタッフは、それぞれの専門分野に

おける卜分な知識技能を有しているととが必

主主であると同時に、労働衛生、労働生理などに

ついての知識を有していることが不可欠であ

る。このため、事業者は、別案(沖 13百、手議

資長見よ邑百参昭)わ官める研修手号議芦廿と

れらのス夕、ソフの蕃成に努める必要がある。

また、これらのスタッフすべてを養成するこ

とが困難な事業者にあっても、計画的・段3皆的

に養成を行うことが望ましい。

なお、事業者は、これらのスタッフに対して、

上記研修善了傍「おいてもそれぞれの専門分

野に適した資質の向上のための研修に参加さ

せるように努めることが望ましい。

ハ 健康保持増進専門委員会

(イ)上記口の健康保持増進措置を実施するスタッ

プを構成員として、産業医を長とする「健康保持

増進専門委員会」を設置することが望ましい。

(口) r健康保持増進専門委員会lでは、個々の労働

者に対する健康保持増進措置に関して専門技

術的立場から検討及び討価を行い、個々の労働

者に対する各種指導の具体的かつ適切な実施

に役立てるものとする。

ニ 事業場における健康保持増進対策の実施体

制

(イ)衛生委員会等で策定さオた健康保持増進計

闘を実行していくために、事業場における健康

保持増進対策の実施担当部門を明確にし、健康

僻寺増進専門委員会との緊密な連携のもとに、

各職場を含めた健康保持増進対策の実施体制

を確立するととが重要である。

(ロ)各職場においては、小集団日舌動体制¢吉用等

労働者¢健康保持増進対策の実効ある普及、定

着が図られるよう創意工夫を行い、協力体制を

整えるととが望ましい。

ね}労働者惇康保持場進サービス機関等の

利用

イ 3(2) 口で記した健康保持増進措置を実施す

るスタッフは原則的には事業場内に配置され

るべきものである。しかし、事業者がとれらの

スタッフすべてを確保することが困難な場合

には、事業者が行うべき健康司a定、運動指導、メ

ンタルヘルスケア、栄養指導、保健指導のすべ

て之法二革宇、江健康調官に関する車問的知識

宇有する戻師、 ( 2 ) ,軍動プロゲラム作成及び指導 

に関する専門的知識亭右寸る者、 ( 3 ) ;軍動字時半旨
道lア関する車問的知職存有する者司〕者働者の
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時出是正時臨時題盟理露盤盟理

メンゲルヘルスケアγ聞すあ車問的知識亭右

する者、信〕弊働者の栄蕃栴道;ァ聞すあ専門的l初
議室査三「ろ者、(百〕争働者の保健指道ピ関する専

門的知識参右す'"'者のすべてがそろい、チーム

として活動することが可能である労働者健康

保持増進サービス機関に委託して実施するこ

とが適当である。
口 事業場内に3(2)口で記した健康保持増進措

置を実施するスタッフのうち、運動指導に盟主

盃三b之のみが不足している場合等ζtL.ill
運動プロゲラム作成玲rf指遵I~関する専門的

知識手右する者、 ( 2 ) i軍動' "践指遵lプ関する専門

的知識宇右寸る者カfいて、当該事業場の産業医

と連携をとりながら運動指導を行うことが可
能であるか掌外の運動崎遵専門機関に委託し

て実施することが適当である。
ハ 労働者健康保持増進サービス機関等を利用

する場合、健康保持増進計画の策定に当たって
は、事業者は当該労働者健康保持増進サービス

機関の金皇国2 ! Lヱユ¢意見を聴くための機

会を設けるよう努めるととが望ましい。

問健康保持増進対策の実施結果の評価

事業者は、事業場における健康保持増進対策

を、継続的かつ計画的に推進していくためには、

当該対策の実施結果を定期に、総合的かつ個別的
に評価するとともに、当該評価のための各種資料

を作成し、新たな健康保持増進計画に反映させる
等健康保持増進対策の内容を充実するように努

めることが必要である。

～!'))その他

イ 秘密の保持

健康保持増進措置の実施の事務に従事した者

は、その実施に関して知り得た労働者の心身の欠

焔その他の秘密を他にJ属らしではならない。

口 記録の保存

事業者は、事業場における健康尉寺増進対策を
継続的かつ計画的に推進していくために、健康担Ij

定の結果、運動指導の内容等健康保持増進措置に

関する記録を保存することが必要である。

ハ 健康保持増進対策における衛生管理者の役

割

衛生管理者は、総括安全衛生管理者及び健康保

持増進推進のためのスタッフとの緊密な連携の

もとに、健康保持増進計画の策定等において、必

要な支援を行う。

健康保持増進措置の内容

健康樹守増進措置には健康教育、健康相談等が

ある。
事業者は、次に掲げる健康教育の具体的項目に

ついて、個々の労働者に応じたきめ細かな対策の
実施を講ずるとともに、労働者の個別の要請に応

じて健康相談を行うように努めるととが必要で

ある。

健康測定

労働者の健康保持増進対策を推進していくた
めには、各個人が自己の健康状態について正確な

知識と情報をもち、産業医を中心とするスタッフ

の指導を受けながら健康管理を継続していくこ

とが必要である。
「健康測定」とは、それぞれの労働者の健康状態

を把握し、その結果に基づいた運動指導、メンタル

ヘルスケア、栄養指導、保健指導等¢健康指導を行
うために実施される生活状況調査や医学的検査等

のととをいい、疾病の早期発見に重点をおいた従
来の健康診断とはその目的が異なるものである。

なお、健康測定は、原則として産業医が中心となっ

て行い、その結果に基づき各労働者の健康状態に

応じた指導票を作成し、そ江指導票に基づいて、運

動指導、保健指導等が行われるものである。

イ 健康測定の実施及びその項目

各種の健康指導を継続的かっ計画的に行うた

め、各労働者に対し定期的に健康測定を実施する。
健康測定の項目は、問診、生活状況調査、診察、

医学的検査及び運動機能検査である。

目 指導票の作成

産業医は、健康測定の実施結果を評価し、運動

指導等の健康指導を行うための指導票を作成し、
健康保持増准措置宇宰姉する納のスタップに対

して盤導を行う。

炉)運動指導

健康測定の結果廷内産業医の指導要γ某づい

で、運動指導担当者が労働者個人個人について、

実行可能な運動プログラムを作成し、運動室経.l!:
行弓;ァ当Fつでの指道存干子うの主主子、運動指道担
当者時1)\1'軍動実践担当者が、当設プロゲラム I~基

づく晋動実践の指導蒋助を行う。

その際、労働者個人個人が自主的、積極的に取

組むよう配慮することが必要である。

イ 運動プログラムの作成

運動プログラムの作成に当たっては、個人の生

活状況、趣味、希望等がイ分に考慮され、運動の種

類及び内容が安全に楽しくかっ効果的に実践で
きるものであるよう配慮することが重要である。

口 運動婁跨の指導援助

1軍動実i践の指導援助に当たっては、個人ι健康

状態に合った適切な運動を職場生活を通して定
着させ、健康的な生活i習慣を確立することができ

1健康測定専門研怯(スタッフの種類産業医)

分野 範固 時間

1健康確保
総論

(1) 労働衛生と労働寄生行政
(2) 健康確保施策の基本的考え方
(3) 健康保持増進措置の具体的内容

3.0

2健康測定
( 1 )運動負荷試験の実臨方法
(2) 健康測定に基づく桐人指導票の

作成
4.5

3運動の某
礎科学 (1) 運動による身体の坐理的変化 3.0

4メンタノレ
ヘノレスケ
ア

ストレスとその関連棋患及びス
トレスの気づきへの援助 1.5

5栄養指導 栄長食生活の某礎知識及び今
目的課題と対置 1.5

るように配慮するととが重要である。

(3) メンタルヘルスケア

健康測定の結果、メンタルヘルスケアが必要と

判断された場合又は問診の際労働者自身が希望

する場合には、止里担訟担当査が産業医の指示の
もとメンタルヘルスケアを行う。

なお、本指針のIメンタルヘルスケア」とは、積

極的な健康づくりを目指す人を対象にしたもの

であって、その内容は、ストレスに対する気付き

への援助、リラクセーションの指導等である。

栄養指導

健康測定¢結果、食生活上問題が認められた労
働者に対して、産業土佐蕃指導担当者が、健康測'iF
E量産基及L虚業医の指導票に基づいて、栄養の摂

取量にとどまらず、労働者個人個人の食習慣や食
行動の評価とその改善に向けて指導を行う。

ゆ保健指導

勤務形態や生活習慣からくる健康上の問題を
解決するために、産業保健指道担当者が、健康司1[1

症の結果廷内産業医の指導要に基づいで、睡.iJ t
喫煙、飲酒£口腔保健等の健康的な生活への指導

及び教育を、職場生活を通して行う。

(注下線が今回改正された部分)

別表(健康保持増進措置を実施するスタッフ要請
専門研修)(注新設)

運動負荷試験実施時の安全対策

(1)健麿教育の理念と方法
ω睡眠、喫煙、飲酒等

2運動指導専門研修(スタッフ¢種類運動指導担当者)

内-範囲

(1)労協衛生と労働南生行政
(2) 健撰確保施策の基本的考え方
臼)健康保持増進措置の具体的内容
(4)労働生活と健康
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2健慶測定
(1)運動負荷試験の基礎知識
(2) 血液生化学検査の基礎知識
(3) 運動機能検査の基礎知識と方法

4.5

3運動の基
礎科学

(1) 運動による身体の生理的変化
(2) 加齢による身体と運動効果の変
化

(3) トレ ニングの基礎知識と方法
(4) 運動の動機づけ及び継続の心理
(5) 現代人の健康問題

19.5

4メンタノレ
ヘルスケ
ア

(1) ストレスと関連疾患及びストレ
スコントロールの基礎知識

(2) 集団へのアプロ チ法
(3) 面接相談の基礎知識と方法

6.0

5栄養指導

(1) 栄養・食生活の基礎知識及び今
日前詳屈と対策

(2) 健康づくりのための栄養と運動
のかかわり

3.0

6安全対輩
ー救急処置

(1)運動負荷試験実施時の丘全対策
(2) 運動指導時貯久全対策
(3) 代表的なスポ ツ障害とその対
策

(4) 運動時の救急処置

12.0

7運動崎導

(1) 健康づくりのための具体的な運
動方法

(2) 運動プログラムの基礎知識と作
成方法

(3) 運動指導の評価

5号5

8健康教育 健康教育の理念と方法 3.0

9研究討議
(1) 健康づくりの企聞と運営
(2) 意見交換

6.0

計 117.0

3運動実践専門研修(スタッフの種類運動実践担当者)

分野 範囲 時間

1健康確保
総論

(1) 労橿h衛生と労働衛生行政
(2) 健鹿確保施策の基本的考え方
(3) 健車保持増進措置の具体的内容

3.0

2健康測定 運動機能検査の基礎知識と方法 1.5

3運動の基
礎科学

運動による身体の生理的変化 1.5

4メンタノレ
ヘルスケ
ア

集問へのアプローチ法 1.5

5栄養指導 栄養。食生活の基礎知識 1.0

6安全対粛
主主急処置

運動時の救急処置 3.0

7運動指導
(1) 健康づくりのための具体的な運

動方法
(2) 運動プログラムの考え方

10.0

8健車教育 健鹿教育の理意と方法 1.5

9研究討議 意見父換 3.0

言十 26.0

4心理相談専門研修(スタッフの種類心理相談担当者)

分野 範闘 時間

I( 1)労働衛生と労働衛生行政
1健康確保| I( 2) 健康確保施策の基本的考え方 I3 0
総論

|I ( 3) 健康保持増進措置の具体的内容

(1)ストレスとその関連疾患及び
2メンタノレ ストレス0只気づきへの主主助

ヘノレスケ (2) 心身医学及び崖業精神医学 I 9.0

ア (3) メンタルヘルスケアの基礎知識
】三力主主

健康教育のr_!~と方法 I 1.5

意見交換 I 4 .5
I 18.0

5産業栄義指導専門研修(スタッフの種類 産業栄養
指導担当者)

分野 範出 時間

1健摩確保
(1)
(2)

労働衛生と労働衛生行政
健康確保施粛の基本的考え方 3.0

総論 (3) 健康保持増進措置の具体的内容

2メンタル
ヘルスケ
ア

(1)
(2)

集団へのアプロ チ法
面接相談の基礎知識と方法

4.0

3栄養指導 12 健康づくりのための栄養と運34も 5 0

(1) 健康教育の理意と方法
3.0ω食生活とn腔保健

意見交強 3.0

18.0

6産業保健指導専門研修(スタッフの種類 産業保健指
導担当者)

分野 範 囲 時間

健唐確保 (1)労働衛生と労働衛生行政
1健唐確保 (2)健E正確保施策の基本的考え方 3.0
総論

(3) 健康保持増進措置の具体的内容

2運動の基
礎科学

運動と健康のかかわり 1. 5

(1) ストレスとその関連疾車止び
3メンタノレ ストレスの気づきへの援助

ヘルスケ 4.5
(2) 集団へのアプローチ法 

ア
(3) 面接相談の基礎知識と方法

栄養食生活の基礎知識及び今l
4栄養指導 目的課題と対策 lI 1.5

(1)銘康教育の理念と方法
5 (2)健康生活へ¢指導プログラムのI6.0
健摩教育 基礎知識と方法

(3) 口腔保健

(1)意見交換 I1. 5

18.0

平成9年2月3日
基発第66号

都道府県労働基準局長殿

労働省労働基準局長

「事業場における労働者の健康

の保持増進のための指針の

一部を改正する指針Jの

周知等について

労働安全衛生法(a~和47年法律第57号)第70条の2

第1項の規定に基づき、標記指針を別添1のとおり定

め、その名称及び趣旨を別添2(古官告)のとおり平成9年
2月3日付け官報に公示した。

本指針は、健康保持増進のための指針公示第1号(昭

和6 3年9月1日)として公表したf事業場における労働

者の健康保持増進のための指針」について所要の改正

を行ったものであり、改正後の「事業場における労働者

。;健康保持増進のための指針」は31)jね(注9頁参照)

のとおりとなった。

ついては、下記第1に留意の上、事業者又は関係機関

等に対して改正後の「事業場における労働者の健康保

持増進のための指連打の閲覧、周知が図られるようお願

いする。

なお、これに伴い、下記第2のとおり、関係通達の改

正を行ったので了知されたい。

~2

第1留意事項

1 憶康保持増進措置を実施するスタップの名利等に

ついては、 fヘルスケ7・トレーナ 」及び「ヘルスケ

ア・リーダー」等の名称が、国が認定する資格である

という誤解を受けやすいこと、規取緩和の観点から、

健康保持増進措置を実施するスタッフに対する研修

の実施か特定正機関に限られるべきではないこと等

の指摘を踏まえ、その他文言の整理と併せて改正し

たものであり、指針の趣旨及び健康保持増進措置の

内容等については何ら変更したものではないこと。

2 標記指針による改正後の「事業場における労働者

の健康保持増進のための指針J3 ')表に定められた健

康保持増進措置を実施するスタッフ養成専門研修の

受講資格及び百刊萎科目等の具体的事項については、

別に定めることとしているとと(注 1 8頁参照九
3 標記指針による改正前の健康保持増進のための指

針公示第1号として公表した「事業場における労働

者の健康保持増進のための指針」に基づき、健康保持

増進対策推進のためのス夕、ノフとして養成された各

スタップは、それぞれ次のとおり標記指針による改

正後の「争業場における労働者の健康保持増進のた

めの指針J3 ')表に定める各専門研修修了者とみなす 

ものであること。

イ 健康測定研修修了者一>健康測定専門研針主了者

口ヘルスケア・トレーナ養成研修修了者»運動

指導専門研修修f者
ハヘルスケアーリーダー養成研修修了者→運動実

践専門研修修了者

ニ心理相談員養成伊訓主了者→心理相談専門州事

修了者

ホ産業栄養指導者養成研修修了者→産業栄養指導

専問研修修了者

へ産業保健指導者等養成研修修了者争産業保健指

導専門申h修修了者

第2関係通達の改正

1 平成3年1月2 1日付け基発第3 9号「安全衛生教育

の推進について」の一部改正

イ標記通達の日)1紙「安全衛生教育推進要綱jの2.(4)

中⑤を次のとおり改める。

⑤ 「事業場における労働者の健康保持増進のため

の指針J(昭和6 3年健康保持増進のための指針)に

定める運動指導担当者、運動実践担当者、心理相談

担当者、産業栄養指導担当者及び産業保健指導担

当者

ロ標記通達の別祇「安全衛生教育推進要綱」の別表の

4中「ヘルスケアートレーナー、ヘルスケア田リ ダ一、

心理相談員、産業栄養指導者、産業保健指導者」を「運

動指導担当者、運動実践担当者、心理相談担当者、産

業栄養指導担当者、産業保健指導担当音Jに改める。

2 平成4年 11月2 0日付け基発第6 1 7号「健康保持増

進対策推進のためのスタッフに対する実務向上研修

についてlの一部改正

イ標記通達の表選及び本文中「健康保持増進対策の

推進のためのスタッフ」を「健康保持増進措置を実施

するスタップjに改める。

ロ標記通達記の1及び2を次のとおり改める。

1 実務向上研修の対象者は、 I事業場における労倒者

の健康保持増進のための指針」別表に定める次の専

門研修のいずれかを修了した健康保持増進措置を実

施するスタッフとする。

(1)健康測定専門研修
(2)運動指導専門研修
( 3 )運動実践専門研修
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(4)心理相談専門研修

( 5 )産業栄養指導専門研修

(6)産業保健指導専門研修

2 研修科目は、社会経済情勢の変イじ技術革新、職場

環境の変化等に対応した最新の情報提供を内容と

し、詳細については別途定める。

別添1

労働安全衛生法第7 0条の2第1項の規定に基づく

健康保持増進のための指針について

労働安全衛生法(昭和4 7年法律第5 7号)第7 0条の2

第1項の規定に基づき、事業場における労働者の健康

保持増進のための指針の一部を改正する指針を次のと

おり定めるロ

平成9年2月3日
労働大臣岡野 裕

事業場における労働者の健康保持増進のための

指針の一部を改正する指針

労働安全衛生法第7 0条の2第1項の規定に基づき、

健康保持増進のための指針公示第1号(昭和63年9月
1日)として公表した事業場における労働者の健康保持

増進のための指針の一部を次のように改正する。

1の③中「国の指定した機関において、 jを削り、 「を

養成」を「の養成を促進」に改める。

3の2のイの(イ)中「健康保持増進対策推進のための

スタップ」を「健康保持増進措置を実施するスタップ」

に改める。
3の2の口中「健康保持増進対策推進のためのスタッ

プJを「健康僻守増進措置を実施するス夕、ノ7 Jに改めるロ

3の2の口の(イ)の①中「各種指導等を行う」を「健康

保持増進措置を実施するjに改める。

3の2の口の(イ)の②中fヘルス・ケアトレーナ 」を

「運動指導担当者」に改め、作成された指導表に従って」

を削り、「運動指導」を「運動実践を行うに当たっての指

導を行う。また自ら又は運動実践担当者に指示し、当該

プログラムに基づく運動実践の指導援助」に改める。

3の2のロの(イ)のC ; I中「ヘルスケア・リーダー」を「運

動実践担当者JI乙「ヘルスケアトレーナー」を「運動プ

ログラムに基づき、運動指導担当者jに改めるロ

3の2の口の(イ)の④中「心理相談員」を「心理相談担

当者jに改めるロ

3の2のロの(イ)の⑤中「産業栄養指導者」を「産業栄

養指導担当者」改める。

3の2の口の(イ)の⑥中「産業保健指導者等jを「産業

保健指導担当者Jに改めるロ

3の2の口の(口)中「これらのスタップの養成する手

段として、国の指定した機関において行われる人材養
成のための研修を受講させるよう」を r~IJ表に定める研

修を受講させこれらのスタyフの養成」に、「研修の外j

を「研修修了後においても」に改める。

3の3中「企業外労働者健康保持増進サービス機関」

を「労働者健康保持増進サ ピス機関等」に改める。

3の3のイ中fを、 CI医師、②ヘルスケアートレーナ一、

③ヘルスケア・リーダ一、④心理相談員、⑤産業栄養指

導者及び⑥産業保健指導者等JをI又は一部を、①健康

測定に関する専門的知識を有する医J師、②運動プログ

ラム作成及び指導に関する専門的知識を有する者、③

運動実践指導に関する専門的知識を有する者、④労働

者のメンタルヘルスケアに関する専門的知識を有する

者、信労働者の栄養指導に関する専門的知識を有する

者、喧労働者の保健指導に関する専門的知識を有する

者」に改め「企業外の適当な」を削る。

3の3の口中「を行うスタップ」をfに関するスタッ

フ」に、「で、企業外の労働者健康保持増進サ ビス機関

に委託して実施するときには、直ヘルスケアトレー

ナ一、②ヘルスケア・リーターJを「には、 CI運動プログ

ラム作成及び指導に関する専門的知識を有する者に、

母渥動実践指導に関する専門的知識を有する者Jに、 「労

働者健康保持増進サ←ビス機関」を「企業外の運動指導

専門機関」に改める。

3の3のハ中「医師、ヘルスケア・トレーナ←等」を「各

専門スタッフ」に改めるロ

4の1の口中|指導を行う」を「健康保持増進措置を実

施する他の」に、「指示」を「指導Jに改める。

4の2中fに基づき、ヘルスケアトレ ナーが指導票

に従って、」を「及び産業医の指導票に基づいて、運動指

導担当者が」に、「ヘルスケア目トレーナー及びヘルスケ

7・リーダーが必要な運動指導jを「運動実践を行うに

当たっての指導等を行うロまた、運動指導担当者及び運

働実践担当者が、当該プログラムに基づく運動実践の

指導援助」に改める。
4の2の口中「運動指導の実施jを「運動実践の指導援

助」に改める。

4の3中「心理相談員Jを「心理相談担当者jに改める。

4の4中「産業栄養指導者が、」を「産業栄養指導担当

者が、健康測定の結果及び」に改める。

4の5中「健康測定の結果に基づき、」を削り、「産業保

健指導者等が指導票に従って」を「産業保健指導担当者

が、健康測定の結果及ひ産業医の指導票に基づいて」に

改める。

4の次に次の別表(注目頁の別表と同じ)を悶咽

加えるロ ‘ι. .

平成9年2月3日
基発第67号

都道府県労働基準局長殿

労働省労働基準局長

「事業場における労働者の健康

保持増進のための指針Jに基づく

労働者健康保持増進サービス

機関の認定基準の改正について

今般、労働安全衛生法第7 0条の2第1項の規定によ

り労働大臣が定めた「事業場における労働者の健康保

持増進のための指針」が改正されたことに伴い、別紙の

とおり「労働者健康保持増進サービス機関の認定基準l
を改正したので了知されたい。

なお、労働者健康保持増進サービス機関を認定する

樹関としての中央労働災害防止協会についての指定に

ついては変更がないので、念のため申し添える。

労働者働康保持増進サービス機関の認定基準

労働安全衛生法(昭和4 7年法律第5 7号)第7 0条の2 

第1項の規定により、労働大臣が定めた事業場におけ

る労働者¢健日康保持増進のための指針(昭和63年健康

保持増進のための指針公示第1号。以下「健康保持増進

のための指針」という。)に基っき、労働者健康保持増進

サービス機関の認定基準を次のとおり定める。
1 定義

との基準において、「労働者健康保持増進サービス機

関」とは、事業者の委託により健康保持増進のための指

針に従い、労働者に対する健康測定、運動指導、メンタ

ルヘルス、栄養指導及び保健指導(以下「健康保持糟進

措置jという。)を適切かつ継続的に行うことのできる

機関をいう。

2 スタッフに関する基準

事業者の委託を受けて健康保持増進措置を実施する

ためのスタッフとして、次のイからへまでに掲げるス

タッ7がそろい、かつ、これらのスタッフがチームとし

て活動することが可能であること。

イ 健康測定に関する専門的知識を有する医師

健康測定に関する専門的知識を有する医師とは、

健康保持増進のための指針別表に定める健康則定専

門研修の内容を具備する研修を修了した医師とす

るD

ロ 運動プログラムの作成及び指導に関する専門的知

識を有する者

運動fロゲラムの作成及び指導に関する専門的知

識を有する者とは、健康保持増進のための指針別表

に定める運動指導専門研修の内容を具備する研修を

修了した者とする。

ハ 運動実践に関する専門的知識を有する者

運動実践に関する専門的知識を有する者とは、健
康保持増進のための指針~IJ表に定める運動実践専門

研修の内容を具備する研修を修了した者とする。

ニ 労働者のメンタルヘルスケアに関する専門的知識
を有する者

労働者のメンタルヘルスケアに関する専門的知識

を有する者とは、健康保持増進のための指針別表に

定める'L'哩相談専門研修の内容を具備する研修を修
了Lた者とする。

ホ 労働者の栄善指導に関する専門的知織を有する者

労働者¢栄養指導に関する専門的知織を有する者

とは、健康保持増進のための指針別表に定める産業

栄養指導専門研韮の内容を具備する研修を修了した
者とする。

へ 労働者の保健指導に関する専門的知識を有する者

労働者の保健指導に関する専門的知識を有する者

とは、健康保持増進のための指針別表に定める産業

保健指導専門附修の内容を具備する側室を修了した
者とする。

3 施設又は設備に関する基準

イ 健康保持増進措置を実施するための施設及むて設備
を有していること。

口 数急時における応急処置のための設備を有してい
ること。

4 運営等に関する基準

イ 診療所が附置されていること。

ロ 経想的基盤が、健康保持増進のための指針に従っ

た健康保持増進措置を適切かつ継続的に実施するに

足るものであること。

ハ 健康測定等の結果、統計等が、委託した事業場にお

ける労働者の健康保持増進に有効活用できるように

整理されていること。

ニ 健康保持増進措置を行うための適正な料金が設定
されていること。

ホ スタッフに必要な研修を行うこと等により、当該

スタップの資質の向上に努めていること。

へ 健康保持増進措置の実施に関して知り得た労働者

の秘密が十分保護されていること。

ト イからへまでに掲ける事項のほか、認定を行うに

同わしくない事由ががにじ
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平成9年2月3日
基発第6 8号

都道府県労働基準局長殿
労働省労働基準局長

健康保持増進措置を実施する
スタッフ養成専門研修に

ついて

労働安全衛生法(昭和 47年法律第57号)第70条の2

第I項の規定に基づく「事業場における労働者正健康

保持増進のための指針J(昭和6 3年9月1日健康保持増
進のための公示第1号)3の (2)のロにより、健康保持増

進措置を実施するスタップに対しては、指針別表に定

める研修を受講させるよう努める必要があるとされて

いるところであるが、今般、当該研修の望ましい内移等

について、下記のとおり定めたので、事業者、関係者等

に対して周知されたい。

記

1 受講資格

健康保持増進措置を実施するスタッフ専門研修は、

指針3の (2)の口に示すとおり、健康測定、運動指導、メ

ンタルヘルスケア、栄養指導、保健指導に関するそれぞ

れの専門分野の知識技能を有している者に対して労

働衛生、労働生理等の知識を付与することを目的とし

ているものであることから、各専門研修ごとの受講資

格について、別表1のとおりとするロ

2 研修科目等について

分野別講習科目及び各時間の詳細については、別表

2(省略)に示すとおりとする。

3 研修実施機関の審査について

当該研修の実施機関は、次の要件を充足し、当該研修

を適正に実施できることについて、国に申請しその審

査を受けるものとする。

(1)剛容を計画的、総統的に実施することができるも

のであること
(2) 講師の資質及び人員が確保されていること

(3)受講料が適正であること

(4 )別表2 (省略)に示す講習科目ごとにその内容に適

した研修テキストが整備されていること
(5)講義及び実技を実施するための施設、設備が確保

されているこよ

別表1 呈講畳梧

研修の種類 党 講 資格

1健康測定
専門研修

①労働安全衛生法第 13条第2項に規定する
要件を備えた者

( 2 )労閣安全衛生法第13条の2の労働者の健
康管理等を行うのに必要な医学に閉する知
識を有する医師

2運動指導
専門研僅

①学校教育法(昭和 22年法律第26号)によ
る大学(原則として4字削)において体育
系又は保健系の正規の学科を修めて怠業し
た者

②運動実践専門研修修 nlt ,運動実践の指
導援助の経験を3年以上有する者

③保健婦又は保健土の資格を有する者
④看護掃又は看護士の資格を有する者であ

って、運動実践の指導援助の経験を1年以
」有している者

⑤管理栄養土の資格を有する者
⑥栄養土の資格を有する者であって運動
実践の指導援助の経験を2年以上有してい
る者

⑦衛生管理士の資格を有する者であって、
運動実践の指導援助の経験を3年以上省し
ている者

, ] ;そ。 :恒三白から⑦までと同等の資格を有す
ると認められる者

3運動実ー践
専門研悼

①満]織以上の者

4心理相談
専門研摩

①学校教育法(昭和 22年法律第 26号)によ
る大学(原則として4年制)において、心
理系、社会福祉系、保健系の正規の学科を
修めてさや業した者
沼運動指導専門研睦修了者
③保健婦又は保健土の資格を有する者
④看護婦又は看護士の資格を有する者であ

って、健康に関する面接又は相談の経験を
I年以上有している者

⑤衛生管理者の資格を有する者であって、
健康に関する市接又は相談の経験を3年以
ト有している有

容l その也CDから⑤までと同等の資格を有す
ると認められる者

5産業栄養
指導専門
研修

①管理栄養土の資格を有する者
②栄養士の資格を有する者であって、労働
者に対ずる宋養指導の実務の竜王験を2年以
h有している者又はこれと同等の知識を有
していると認められる者

6産業保健
指導専門
研修

G)保健婦又は峠健土の資格を有寸る者
(号看護婦又は看護土の資格を有する者であ

って也労働者に対する生活指導の実務の経
験を1年以上有している者又はこれと同等
の知識を有していると認められる者

別表2 専門研修分野別研修科目及び時間(省略)

注目～14頁の別表の各専門研修の分野別に、同表の

「範凶Jの内容を、具体的なら蕎習科目jで示し、講習科

目ごとの時間を示したもの。

回

!:I A:守u. a式
労｛勤者参加の視点欠く

労働省から委託を受け中央労働災害防止協会

カ1設置した「快適職場環境評価システム検討委員

会J(輿重治委員長)による 1 9 9 3年から3年間の検

討結果が取りまとめられ、中災防から『職場環境

評価システムー快適な職場づくりをめざして 』

(B5版 1 0 4頁、定価1,。 0 0円、 3頁写真右参照。中災

防 τ'EL 03-3452-6841) が発行された。

との評価システムは、単に職場の現状を評価す

るだけでなく、快適職場づくりの計画の検討、実

施した改善効果の把握(職場が現在どの程度快適

なのか、改善目標をどとに置いたらいいのか、ど

のような観点からどのような方法で改善すれば

いいのか、実施した改善が成果を上げているの

か)など、快適職場づくりを効果的に進めるため

に必要な事項を判断するための手法をわかりや

すくまとめたものとされ、製造業の作業場を対象

として研究されたが、他の産業でも応用可能とさ

れている。

評価システムは、職場の現状の把握から改普実

施までを、第1段階～第5段階の手順に従って、次

のように段階的に評価を行う流れになっているo

第1段階は、基礎的事項の点検として、従来から

実施してきた基本的安全衛生対策や活動状況等

を点検し、快適職場づくりの取り組みの素地を確

認する。

第2段階は、現状の把握として、作業環境、作業

方法、サポートシステムを個別の評価票を用いて

問題点の把握と定量的評価を行う。

具体的には、作業環境と作業方法の評イ面につい

ては、項目ごとに示された強度ランク (4段階)決
定の目安を参考に、不快感の程度を強度ランク合

計値として算出し、強度直とする。併せて、作業場

所や作業ごとに、作業者数と作業時間を調査し

て、職場不快量(職場不快値=強度ランク値×作

業者数×作業時間)を求める。同様に、サポ トシ

ステムの整席状況を定量評価(サボ←トシステム

評価値=疲労回復支援施設評価値+職場支援施

設評価値)する。それをもとに、快適度チャー卜と

不快量グラフを作成する(図)。

第3段階では、第2段階の結果をもとに、問題点

の整理、定暴評価結果を分析し、目標の設定、改善

計画を作成する。その後、改善の実施(第4段階) 、

再評価(第5段階)と進め、期待した効果が得られ

ていない部分については、再度、改善計画の検討

を行い改善を実施する。また、一定期間ごとに、作

業態様が大きく変化した場合などには、第1段階

に戻り評価の繰り返しを行う、というもの。

令見してわかる最大の百主点は、快適職場づくり

の取り組みは現場の労働者の積極的参加なしに

は実効性のあるものにならず、労働者の参加がど

れだけ得られたかが評価にあたっての(最)重要

なポイントである、という視点がまったく欠如し

ていることであろう。また、「単なるサークル(環)J

として完結してLまうのではなく、「らせん状の

サークル」として「持続する発展」に役立ち得るの

かなどを含めて、この評価システム自体を「評価j

山く必要仰と思われる
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~)!I'~一人輔センター労災
再び審査会で謹転認定

西野方庸 
関西労働者安全センター事務局長

残業韻師寺示脚義金 J?
午前9時から午後5時半まで、正午から午後1

時までの昼食休憩をはさんで7時間半の稼動、時

間給 60 0円で計算して4,5 00円。午後6時半から

10時半までの4時間は、残業割増が2 5 %つくので

時間給75 0円で3,。 0 0円。午後11時半から午前O

時までの半時間は深夜割増もついて時間給900

円となり、その半分の450円。午前O時より 6時ま

では仮眠時間として賃金はなしと計算(裁判所の

判決でも不当であると判断が出ているが)。そし

て、早朝午前 6時から 9持までは7時半から半時

間の休憩をはさんで2時間半の勤務カt時間給600

円で1,5 0 0円。以k合計して9,450円。そこに半端

を手当として5 5 0 円つけて、 1勤務の給与が

10,000 円となる。

警備会社から24時間交代で派遣されている警

備員が1勤務当たりに受け取る給与、 1万円の積

算根拠である。法律解釈の誤った積算である疑い

は残るが、一応は労働基準法の基準に反しない賃

金であることを示そうとしていることがわかる。

ところが、乙の「賃金」を受け取って勤務してい

た警備員が、労働基準法上の労働者ではないと判

断されていたのだった。理由は、警備員がシル

バ一人材センター会員として就労していたとい

うことによる。

5年を経言者働者路復権
高齢者に「生きがいjとして、雇用によらない仕

事をあっせん、提供することを目的とする社団法

人、シルバー人材センター会員の就労中の事故に

よる死亡について、労働保険審査会は、昨 (1996)

年11月6日付けで、実態的には労働者であると判

断、労基署長の行った労災保険遺族補償給付不支

給決定を取り消す裁決を行った。

再審査請求をしていたのは、豊中市在住の毛利

理子さん。毛利さんの夫進さんは、電鉄会社を定

年退職後の1987年10月に、社団法人豊中市シル

バ一人材センターの会員になり、 1989年年末か

らは同センターが大阪市内の警備会社、株式会社

大阪ビ)¥管理から受注した、豊中市立庄内体育館

の警備員業務の仕事についていた。

事故が起きたのは、 24時間勤務を週に3回あま

りのベースで勤務し続け、 1年と少しが経過した

1991年 1月23日のことだった。新築にも関わら

ず、庄内体育館では雨漏りがしていたという。フ

ロアに水が落ちて、利用者が滑る危険があったの

で、受け付け業務も担当している警備員にとって

気になることであった。毛利さんはその日、その

雨漏り箇所を確認しようと思ったのか、体育館の

天井裏に上がったが、誤って12.5メートル下の床

面に墜落、死亡したのだった。

しかし、所轄の淀川労働基準監督署は、労災保

険遺族補償給付等の請求について、調査の結果、

1992年3月に「労働基準法第9条に規定された労

働者とは認められないため」との理由で、不支給

処分を行った。その後、大阪労災保険審査官が

1993年9月に審査請求棄却の決定を行い、労働保

険審査会で再審査が進められていたものである。

あまり I調税同地働者性
それにしても、冒頭の給与(シルバー人材セン

ターでは、雇用によらない就労という原則から、

給与とはいわず、配分金として扱われる。)の例の

みならず、との事例で所轄の淀川労働基準監督署

が収集した調査資料は、その一一つひとつが労働者

性を明らかにするものばかりだった。

労働保険審査会の裁決書は、労働者であると判

断する理由をまとめて、次のように述べる。

「以上を総合して考えると、会社と被災者の聞

については、形式上は上記にみたようにおおむね

請負ないし準委任による就業がなされたものと

して事務処理がなされているが、その実態をみる

と、 a会社は業務受託契約上センター会員に対す

る指揮監督権を有し、被災者は仕様書等に従って

業務を遂行することが求められているが、それは

単なる注文者の指示の域を超えるものであり、仕

様書等によって被災者は会社の指揮命令系統に

組み入れられ、必要に応じて指示ないし指揮を受

けていること、@派遣されるセンター会員の選定

に際しでも会社の関与がみられ、時間・就労管理

も基本的には会社が実施し、被災者の就労実態も

会社社員(アルバイト含む)と揮然一体となって

勤務のローテーションと就業体制とに組み入れ

られていること、@センター会員には業務の遂行

に関する経費の負担がないこと、④センター会員

に対する報酬等についても、「請負」の報酬と雇用

による賃金との相違が意識されていないばかり

か、その報酬は、就業時間に比例し、かつ、超過勤

務手当相当分、深夜手当相当分が計上されている

ものと推認されるほか、警備員教育の受講に対す

る報酬の支払い、夏期手当その他の特別の手当の

支払いなどが行われ、むしろ会社は社員による労

務もセンター会員による労務も向質のものとと

らえているものとみざるを得ないとと、 8会社は

警備業法 tの警備業者としてセシタ一会員を自

社所属の警備員としての取扱いをしているとと

等が認められることからすると、会社と被災者の

聞に使用従属関係が存するといわざるを得ない。

したがって、被災者は、本件事故当時、労災保険法

上の労働者であったとみるのが相当である。 J

労基署9実態勢蹴組む通達
労災保険で労働者性の有無の判断が争点にな

る事例は多いが、との事例はきわめて明白なもの

と言ってよく、実態としては労働者であることが

はっきりしていた。にもかかわらず、再審査の裁

決に到るまで認められなかったのは、被災者毛利

さんの立場が、労働省自身の高齢者雇用安定政策

の柱のうちでも成長株であるシルバー人材セン

タ の会員であったということによる。

労働省労働基準局の判断基準としては次のよ

うな通達がある。

「高年齢者労働能力活用事業(以下「本事業」と

いう。)は、シルバー人材センター(雇用関係を有

しない補助的、短期的な就業を希望する高年齢者

を主たる会員として設立される公益法人(原則と

して社団法人))が、主として地域社会の日常生活

に密着した補助的、短期的な仕事を発注者から請

負又は委任により引き受け、とれを会員(正会員

に限る。以下同し。)に対し請負又は委任の形式に

よって提供し、仕事の内容と就業の実績に応じて

報酬を支払うことを内容とするものである。

本事業に関しては、労働基準行政としては、労

働基準法等労働基準関係諸法規の適用関係が問

題となるととろであるが、とれについては、下記

のとおり取り扱うこととしたので、遺憾のないよ

うにされたい。

記
1 労働関係の存否については、本来、就業の実
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態等に即し個別具体的に判断されるべきもの

であるが、本事業において会員がシルバー人材

センターから提供を受け、引き受けた仕事を行

う場合における「シルバー人材センターと会

員」及び「発注者と会員 Jの関係については、本

事業は、シルバー人材センターによって実施さ

れているものであることから、一般には、職業

安定局通達に示されるところにより実施され

ているものと考えられるところであり、した

がって、本事業に関しては、一般には、会員の仕

事の引き受け方、会員の仕事の仕方、仕事に対

する報酬の生格等からして、いずれの関係につ

いても、労働関係は存しないものとして取り扱

うものとすること。

この場合には、当然、労働基準法、労働安全衛

生法、最低賃金法等の労働基準関係諸法規のう

ち労働関係の存在を前提とする諸規定は適用

がなく、労災保険に係る労働保険¢呆険関係も

成立しないこととなること。なお、仕事の種類、

仕事の提供・引受けの方法によっては、家内労

働法の適用がある場合があること。

2 本事業に関し労働基準関係諸法規の適用の

有無等について申告がなされた等の場合にお

いても、一般には、 1に示したところにより処理

すること。

なお、事案によっては、会員の就業の実態等

に即し個別具体的に判断することを必ずしも

妨げるものではないが、この場合にあっては、

職業安定局通達により、シルバー人材センター

の運営に当たっては、既存の法制度との関連に

十分配慮しながら関係法規に低触することと

ならないよう慎重に対処すべきこととされ、各

都道府県の職業安定機関及びシルバー人材セ

ンターが設立されている市(特別区)は、その適

正な運営について指導を行うこととされてい

ることにかんがみ、とれらの機関とあらかじめ

連絡をとる等慎重に対処すること。

3 シルバー人材センター以外の団体が行う本

事業と類似の事業についての労働基準関係諸

法規の適用関係については、労働関係の存否に

ついて就業の実態等に即し個別具体的に判断

した上決すべきものであるが、この場合、特に、

労働関係の存否については一般的な判断基準

に照らし十分検討した上判断すべきであるの

で、念のため申し添える。」

(昭和何年 3月31 日付け基発第9号)

不支給は信業離を考慮?

淀川労働基準監督署長は、あくまでこの通達に

基づき判断をしたというととになるのだが、結論

としては相当な無理をした決定だったというこ

とになる。毛利さんの件については、労災保険請

求の当初から新聞紙上でも報道されたことも

あって、労働本省の労働基準局は、淀川 l労基署に

対して、調査資料を本省、へ上げ協議して慎重な判

断をするよう指示している。そして、その結論と

して、「雇用によらない就労jであるとの建前論で、

シルバー人材センターの施策に及ぼす影響をく

い止めるために、不支給という処分を下したの

だった。

影響をくい止めるためというのは、毛利さんの

「雇用と見紛う」就労形態が、例外的なものではな

く、当時でも各市のシルバー人材センターで常態

的に行われていたととがはっきりしていたから

である。当時、この件について関心を持って調べ

た、各市の市会議員が得た情報だけでも、「工場内

作業、勤務時間午前8時半から午後5時、日祝休

み」というような仕事先が各シルバー人材セン

ターで大手を振ってまかり通っていた。そして、

そのことは新聞紙ヒでも問題点として取り仁げ

られでもいた。

高年齢者の定年退職後の職業生活からの引退

過程を援助し、臨時的、短期的な雇用でない就業

機会を集団的に開拓、あっせんするという目的で

高年齢者自身による自主的団体として発足した

シルバー人材センターの建前が、現実の産業社会

の中で避けられない矛盾をはらみ、顕在化したの

が労災事故だった。しかし、労働省は、その後もこ

れらについて例外と見る立場を通し、以降も「安

全就業jを求める通達を出しただけで、法的整備

などの作業を行っていない。

明るみに場主主ジ駒惨事誌は  3件
実は、今回の毛利さんの裁決以前に、もう 1件労

災保険審査会でシルバー人材センター会員の労

働者性が認められた裁決が存在した。

埼玉県の岩槻市高齢者事業団(現・岩槻市シル

バ一人材センター)の派遣先の運送会社で、 1987

年 6月に当時7 0歳の会員が組み立て作業に就業

中、事故死した件について、所轄の春日部労基署

は同年12月に労働者恒が認められないと不支給

処分をしたが、 1994年10月に労働保険審査会で

の再審査によって取り消され、遺族補償を支殆す

る裁決を下している (1996年8月号参照)。その理

由は、約12年間もの間の継続的な作業従事、作業に

対する会社の指揮、監督があった、出来高ではな

く作業時間に応じた報酬というものである。

また、滋賀県八日市市のシルバー人材センター

会員が、 1卯【年6月に派遣先工場内のプレス作業

関連事故で死亡した件について、彦根労基署は

1991年3月、会社とセンターが被災者は雇用関係

カザよかったと主張していたものの、実態としては

労働者と判断、遺族補償を支給している。(さらに、

1990年1月に尼崎市で漬物工場に派遣されたシ

ルバー会員のフォークリフト事故での死亡につい

て、就労初日であったととから直接雇用の扱いに

切替えて労災保険の支給を行った事例がある。)

あくまだ例外という労働省

とのように、毛利さんを含めて現在3件につい

て実態は労働者性ありと判断されたことになる

が、岩槻市の事例が報道された10月4日の毎日新

聞第1面記事で、労働省高齢者雇用対策課のコメ

ントは次のようなものだった。

「今回のケースは、例外と考えている。作業や契

約の内容にシルバ←の仕事になじまない点があ

り、最初から請け負うべきではなかコた。シル

バーが雇用でない部分を受け持つというスタン

スに変わりはない。シルバーに対し今後とも指導

徹底に努めたい。」

しかし、その後、毎日新聞が行った全国のシル

バ一人材センターに対するアンケート調査では、

半数を超えるセンターが、「実質的には雇用とみ

られる仕事がある」と答えている。また、尼崎市シ

ルバー人材センターが、市内の事業所や家庭に渡

すビラの内容は、次のようなものだ。

「シルバーにはこんなメリットがあります

1 どんな仕事でもさせていただきます

。ベットのお世話、あて名書きの小さな仕事か

ら、台所の改修などの大きな仕事

O留守番・盆栽の水やりなどの簡単な仕事から、

病人介護などの高度な仕事

。引っ越しの手伝いなど短期の仕事から、事務所

の清婦など継続的な仕事

。屋内の軽作業など入手が不足している仕事か

ら、倉庫管理などの単純な仕事

。会社の事務、決算期の伝票整理などの仕事

2 経費が安くつきます

シルバーに依頼すると、パート雇用の場合のよ

うに労働保険料・社会保険料の事業主負担分や

ボーナス・退職金などの経費が不要です。事務費

としての 7%の上乗せだけですますので結果的に

経費が安くつきます。」

おそらく、とのビラは、尼崎市シルバー人材セ

ンターの事務局が作ったものと思われるが、こと

にはもともと高年齢者の自主的組織として発足

したシルバー人材センタ の趣旨を全く理由草す

ることなく、まるで人材派遣業の新参企業家風の

意識しか見られない。別の言い方をすると、シル

バ一人材センタ という政策が現在の産業社会

で実施される際にはらむ恨本的な問題点が、この

ビラにあらわれていると言ってよいだろう。

きれりごとを問料ょ?

現在の産業社会で、雇用でなく、また本格的な

就業の領域を侵すことなく、就業機会を石釘果する

ということは、そのままでは相当に限定されたも

のになるだろう。家庭からの発注による小規模な

植木の努定、封筒の宛て名書きなどシルバーのマ

ニュアルで示されたもの以外には、その地域で独
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自に開発された、リサイクルなどの関連作業など

ということになる。つまり、高年齢者自身の創意、
工夫によって開発されるべきものといえよう。シ

ルバ一人材センターとはその自主的な活動を促

進する政策であったはずである。
高年齢者雇用安定法の改正で、小規模の都市で

もシルバーが設立できるようにして、労働色、は拡

大路線一辺倒である。高齢化社会を前に、現在全

国で 700 団体弱で3 3 万人会員のシルバーを、 21
世紀初頭までには10 0万人に増やすとしている。

いま、退職後の高年齢者のゆるやかな職業生活

からの引退過程を援助する施策として、シルバー

人材センターの施策の運用に求められるものが
あるとすれば、それは、量的拡大もさるととなが

ら、 「自主的jという質の面での法的整備ではない

だろうか。あるシルバー人材センターの事務局員

が、雇用に見紛う仕事があることを問われて言い
返した「こんなととは、きれいごとでは済まんの

ですよjという言葉が、そのことを暗示し 釘T市

ているように思われる。 魁 i岨

審査会裁決書の結論部分{抄)

以上を総合して考えると、会社と被災者の聞につい
ては、形式上は おおむね請負ないし準委任による就
業がなされたものとして事務処理がなされているが、
その実態をみると、①会社は業務受託契約上センター
会員に対する指揮監督権を有し、被災者は仕様書等に
従って業務を遂行することが求められているが、それ
は単なる注文者の指示の域を超えるものであり、仕様
書等によって被災者は会社の指鐸命令系統に組み入れ
られ、必要に応じて指示ないし指捧を受けていること、
～派遣されるセンター会員の選定に際しても会社の関

与がみられ、時間・就労管理も基本的には会宇土か実施し、
被災者の就労実態も会社社員(ア }vパイト含む)と揮然
一体となって勤務のロ テーションと就業体制とに組
み入れられていること、直センター会員には業務の遂
行に関する経費の負担がないこと、④センタ 会員に
対する報酬等についても、「請負 jの報酬と雇用による
賃金との相違が意識されていないばかりか、その報酬
は、就業時間に比例し、かつ、超過勤務手当相当分、深夜
手当相当分が計上されているものと推認されるほか、
警備員教育の受講に対する報酬の支払い、夏期手当そ
の他の特別の手当の支払いなどが行われ、むしろ会社
は社員による労務もセンター会員による労務も同質の
ものととらえているものとみざるを得ないとと、喧会
社は警備業法上の警備業者としてセンター会員を自社
所属の警備員としての取扱いをしていること等が認め
られることからすると、会社と被災者の聞に使用従属
関係が存するといわざるを得ない。したがって、被災者
は、本件事故当時、労災保険法上の労働者であったとみ
るのが相当である。
次に、被災者の死亡事故の発生1伏剖をみるに、事故当

日9時より被災者とNとで警備勤務開始、 1時間おきに
1階受付と地下1階宿直室を交替しながら、その聞に適
宜巡回することになっていたところ、 Nが被災者と l階
受付を交替して昼食をとるため外に出掛けた間に、被
災者が庄内体育館第一競技場の天井パネルを突き破

り、 12.5メートル下の床面に墜落し、頭蓋底骨折による
脳内出血のため即死したものである。

確かに、本件審査資料上、警備員の天井裏の見回り
が、警備員の巡回経路や業務内容に含まれるとする証
拠は見当たらない。しかしながら、 Nのいう警備員の
天井裏の見回りの理由は、体育館での「人的、物的災害
の予防、軽減jという警備実施要領の目的や警備員の職
務内容に照らし、また、「警備員は、建物設備の破損を
発見したときは、速やかに警備責任者に報告をするも
のとする」と定めている警備実施要領の条項に徴して
みると(雨漏りが同条項にいう建物設備の破損に当た
るかはともかくも)、これを単なる善意その他の私的な
行為とみることは相当でなく、契約法の信義誠実の原
則からいって、少なくともその本来の職務に付随的に
含まれるものであると判断される。
(また) 短時間、 1階受付を離れることが被災者の

重大な過失に当たるとはいえないし、まして、職務離脱
行為であるとみることは相当でなく、被災者はその本
来の職務に付随する行為として天井裏に上ーがったもの
と判断される。したがって、被災者は業務遂行中に天井
裏から転落したものと認められるものである。
以上のとおりであるので、被災者は、会社との関係に

おいて労災保険法上の労働者であり、その死亡は業務
に起因して生じたものと判断される。したがって、被災
者が労災保険法上の労働者に当たらないとして、請求
人からの遺族補償給付及び葬祭料の請求に対し、これ
を支給しないとした監督署長の処分は当を得胃～

ず、取消しを免れない。 魁.l.IOII

その議申告,J;"一人輔センター
西野方庸

相当な割合のシルバー人材センタ←が、実際に
は雇用にあたるような仕事を会員に紹介してい

ることが、毎日新聞の調査で明らかになったこと

はすでに述べた。その後,この問題について、報道

番組を作成したテレビ局の取材で判明した事例
などを紹介しておとう。との問題は決して例外で

はなく、普遍的でしかも全国的ものなのだという
ことがおわかりいただけると思うからだ。

シルパ強豪議題意売の危機?
まず、兵庫県西部のあるシルバー人材センタ←

で、一昨年に発生した死亡事故。製造工場でシル
バ一人材センター会員として派遣就労中の高年

齢者が、天井クレーンの操作を行っていたとこ
ろ、落下してきた鋼材の下敷きになり死亡。この

シルバー会員は、死亡まで数年間この工場に勤務

し続けており、残業はもちろん、休日出勤も厭う
ことなく、仕事をこなしていたという。遺族であ

る妻は、会社での現役時代よりよく働く夫に、「そ

んなに働いてシルバーに殺されるよ」と言ったこ
ともあったという。

この事故後、当該のシルバー人材センター事務
局と会社は遺族のもとを訪れて、労災保険がきか

ないとと、それに見合う分の補償をさせてもらう

と伝え、結局、合計1,。 0 0万円の見舞金を支払った
という。

ところで、事故後1年以上たっているこの工場

の現在の労働者構成はどうなっているかという

と、相変わらずシルバー会員が相当数を占めてい
て、なくてはならない存在だという (r労働者構成」

といったが、建前は労働者ではない問。 f動いてい

るシルパ←会員の給与明細(賃金ではないので

「配分金」と言っている。)をみると、残業手当カ525

%割増でしっかり算定されている。その月の稼働

日数が20 日をこえていて、残業は5 0時間程度。テ

レビ局の記者は、「クレーンの操作みたいな危険

な仕事をシルパ会員がやって大丈夫ですか」と
尋ねてみた。答えは、との地域は造船関係の重工
業で成り立っている町で、その退職者がシルバー

会員に多いから、天井クレーンなど朝飯前の会員

が多く、そんな人にとってはまさに軽労働なのだ
というものだった。

シルバー悪期融通だよりの工場

兵庫県尼崎市のシルバーは、全国的にも指折り
の大規模シルパ←として有名で、市内を2か所に
分けて運営している。事務局も若い職員が忙しく

働いていて、さながら繁盛している人材派遣会社
風である。尼崎市の中小工場では、工場でシル

バー会員カ可動いているのは、普通の状態だという
話を聞いたテレビ局の記者は、とりあえず行き当

たり張ったりの町工場を訪問したという。
「こちらでシルパ←の会員さんは働いていませ

んか。」

「ああ前田さん(仮名)ね。え～っと。今日は早番
ゃから帰ったわ。」

「じゃ、明日またうかがいます。 j

要するに一件目で見事シルバ一会員は働いて
いたのだった。しかも“早番"で。翌日に取材をし
たところ、会社も協力的で、この工場で働く 5~6

人のシルバー会員が快くカメラの前で座談会を

やってくれた。話の大筋は、年金では生活ができ

ないこと、高齢者にはなかなかよい仕事がないと

と、シルバーで長く仕事をさせてもらえるところ
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にめぐり合えてよかったことなどである。

一方、工場経営者の話はというと、

r"や助かっています。シルバーの会員さんは

必要なときに働いてもらえますし、責任は一切シ

ルバーが持ちますし、その上安いですから。うち

はシルバーがなかったら、たちまち図りますよ」

というところだ。

との工場は正規の従業員が4 0人で、シルバー

からの派遣が1 0人だという。要するに、いまどき

の製造工場では一般的になっている構内下議業

者¢作業員や契約社員などが受け持つ職域を、す

べてシルバーでまかなっているわけである。だか

ら掃除をするおばさんもシルバーだ。そしてみん

な、 1週間や1か月などという「臨時的、短期的 jで

はなく「継続的、長期的jな勤務である。

こんな話は別に尼崎に限ったことではない。そ

れは、各シルバーが発行する「設立10周年記念、誌」

というような類のパンフレッ卜に目を通すとよ

くわかる。記念誌には、発注者側である企業経営

者のお祝いの挨拶が載る。その文中に、必ず、次の

ようなくだりがでてくるのである。
「勤めはじめて2～3 日でやめてしまわれる会

員さんも時々おられるのが残念ですが、ほとんど

の方は職場に定着してお仕事に精を出していた

だいています。］

シルバー人材センター運営の実務と、「臨時的、

短期的」という言葉は、まず、意味をなしていない

というわけなのだ。

清掃工場でも委員が霊ま災害に

テレビ局記者は、次に、静岡県のある市のシル

バ一人材センターで、清掃工場の仕事をしていた

会員が、昨年末に右腕切断事故にあったという

ニュースをつかみ、取材に走った。との市の清掃

工場では、ゴミを集積するヒロット入口部分での一

部の作業を、シルバーに発注していたという。仕

事内容は単純で、時間は半日拘束だ、ったという。

事故発生の原因は、あまりにずさんなこの工場の

安全管理だ、ったが、それはさておき、発生して清

掃工場の担当者は、まず第一に、 r Aさんは市の職

員と違うので、労災保険で補償されるはずだから

手続きをしないと」と準備をしかけたという。と

の市のシルバーと市当局は、そもそもシルバーの

就労形態の注意すべき点さえ充分な認識をして

いなかった、もしくは説明もしていなかったので

ある。テレビ局は取材して映像をものにしたが、

このAさんの補償はその後どうなっているか、私

にはいまのととろ情報はない。

労働法制の端機吾題、却ま必然か

シルバー人材センターのそもそもの基本理念

は、 「白主、自立、共働、共助jである。そして、定年

退職後の高年齢者の自主的組織である。しかし、

1980年からは、高年齢者労働犠力活用事業として

国の補助金交付の対象となり、 1986年には、 「高

年齢者等の雇用の安定等に関する法律」で、政府

の政策としてしっかり位置づけられるように

なった。そして、同法では、国だけでなく、地方公

共団体にも、「高年齢者等の雇用の機会その他の

多様な就業の機会の確保等をはかるために必要

な施策を総合的かつ効果的に推進するよう努め

るものとする」と努力義務を規定する。

さて、その補助金の出るシステムは、仕事の受

注金額、件数などをもとに算定されることになっ

ている。つまり、会員数が多くて、稼働率も高いシ

ルバーは補助金が多いというわけである。こうい

う補助金のシステムが整備され、法律でも努力し

なければならないという規定がありとなれば、市

は、自ら条件をそろえてシルバーを設立する。そ

の政策実行過程には、生きがいのため就業しよう

という当該高年齢者の意思は見えない。極端に言

うと、本当に「自主、自立、共働、共助」の理念に共

感し、自分でやってみようという高年齢者が、い

ようがいまいがそんなことは何も関係がないの

である。

一方、尼崎市のシルバーの朝列で紹介したよう

に、高年齢者の就業意欲は大きく、その原因とし

ては生きがいよりむしろ経済的なものが大きい。

すると、この補助金に裏打ちされたシステムを利

用して、無責任、不安定とはいえ、就業機会を開拓

するというのは、地方行政当局としては、ある意

味で理にかない、法の趣旨にもあっているという

べきなのかもしれない。

しかし、言うまでもなく日本のみならず世界中

の労働法制は、「労働は商品ではない」という観点

から他人の就業に対する介入に厳しい規制を

行ってきた。規制緩和が時の流れのように言われ

る昨今でも、労働者派遣事業法や職業安定法で、

当該労働者の労働条件の低下l二つながらぬよう

にと、たとえそれが充分ではないとしても、規制

が加えられている。それをシルバーのシステム

が、今や平然と乗り越えている。しかも、しまつが

悪いことに、「自主的」組織という建前を防波堤に

している。

毎日新聞の「シルバー事故多発」の記事を見て、

紹介を受けて私に相談を持ちかけてとられたの

は、その「自主的」を楯に、シルバーの事務局が無

責任を貫いたケースだった。

シルバーの策費接二ぢ長ふつの事例

山口県のある市のシルバー会員だったBさん

は、一般家庭の草刈り作業の現場で、高い石垣か

ら転落し、死亡した。その家庭が発注した仕事は、

植木の算定だ、ったo最初に現場に行ったシルバー

会員は、作業に草刈りがあり、石垣の上であるこ

とがわかり、シルバー事務局に電話をした。 人

ではできない旨伝え、指示をもとめると、応援を

出すとの答え。別の就労先で週3回程度の仕事を

していたBさんが、草刈り作業に派遣されること

になったGそして、事故にあったのだった。

シルバーの仕事の受注手順は、その作業が高年

齢者が請け負うに適切なものかを作業を行う会

員がチェックし、適切であれば請け負うことにな

る。ところが、 Bさんの場合は、労働者派遣事業者

よろしく、シルバー事務局の指示一本で指揮に

従っていたという訳だった。

Bさんの遺族は、「シルバーは自主的な組織で

すからシルバー保険以外に補償する仕組みはあ

りませんjとだ、け伝え、その後音沙汰はなかった。

遺族は、金の問題ではなく、シルバーの責任につ

いて、大変な疑問を感じ、交渉を重ねたところ、「賠

償をすることになると、他のシルバー会員がその

金額を負担することになります」などという答え

が返ってくる。そして、シルパ←に加入が義務付

けられているシルバー保険の給付については、保

険会社の営業マンが喪もあけぬうちに、「支払い

手続きといっしょに、当社の生命保険に加入して

くださいJと言ってきた。

原因は補助金持ス守主 b構造に

前に述べたように、シルバー人材センターは、

1980年以来、補助金が交付されることになり、

1986年の高年齢者雇用安定法制定後には、設立

が地方公共団体の努力義務に含まれることと

なった。また、この法律では「雇用によらない」就

業機会の確保と伺時に、シルバ←の事業として

「臨時的、短期的」の条件付きながら、雇用による

無料の職業紹介事業ができるようになった。しか

し、この雇用による職業紹介は、あくまで無料で

あり、補助金額算定の対象ともならない。結局、そ

の後のシルバーの急成長は、「雇用によらなしりと

いう不安定な分野に極端に偏る結果となってい

る。 (平成3年度で、雇用によらない仕事の受注件

数が百万件を突破しているのに対して、同年度の

無料職業、紹介による就職件数は、全国でたったの

2,4 43件にすぎない。)

こうみてくると、中央からの画的な補助金支

払の仕組みと、職業紹介を軽視した算定方法が、

いまの違法状態を助長する原因であるように思

える。また、シルバーの基本理念が活かされる運

営がされるなら、産業社会の論理による労働に対

する、もうひとつの労働に対する価値観として貴

重であろうし、地域に密着した運営により労働分

野での地方分権として注目されよう。その意味で

やはり法的整備が大事にj思える。

いま、高齢者協同組合の方法で、シルバー人材

センターの基本理念と近い事業が各地で立ち上

がり始めている。ある意味では、シルバー人材セ

ンタ一事業に対する皮肉ともいえる現象 町T情

なのではないだろうか。 臥J.l.oj
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とでも苦闘していた。 1972年 10月初日の全

労働の機関誌には、「全労働東京基準」誌の一

部を次のように紹介している。

「中央分会(注。東京中央労基署分会)の後藤

秀夫第1方面主任監督官は9月5日、署に出勤

して客を応対したあと、椅子に座るなり急に

倒れ、直ちに救急車を呼び手当てするもかい

なく、 9時50分他界されました。死因は心筋梗

塞症となっています。 j

過労死だろうか。わたしはその後の経過を

知らない。

1974年7月25日付けの全労働機関誌は、第

13回労働行研全国集会の記事が国王全部を埋

めているが、労災補償分科会の「闘う方向と確

認事項Jには次のとおり列挙されている。

① 発症労働者の職場実態を正確につかむ努

力をしよう。

② 企業・行政の中の、非民主的、反労働者的

姿勢を内部告発してゆとう。

③ 人事異動の影響を直視し、理由のない人

事異動をさせない闘いを進めよう。

④ 調査は、業務上要因を探す立場で進めよ

つ。

⑤ 認定基準の改悪に反対し、労働者保護の

立場で改善させよう。

増員闘争をなによりも強力にとりくもう。

企業内労災上積み闘争を支援しよう。

全国各県に安全センターをつくる運動を

進めよう。

積極的に職業病交流集会に参加してゆく

とともに、行政民主化のため民間労働者と

の交流を深めよう。

「反証なき業務上Jを勝ちとろう。

職場の民主化を前進させよう。

ここで思い出したことを書いておく。

1979年9月 13日(水)晴曇
埼玉局角田庶務課長(浦和署長で退職。ボイ

ラー・クレーン協会埼玉事務所長。現社労士)

より電話あり午後局へ行く。本省から上級職

甲の採用面接で労働省志望の理由を「監督官

日言己」を見てという答があり、 1部寄贈してく

れとの話なり。 国の労働省が1,500円の本を

無料でほしいというのである。 1部寄贈し 10

部買上げてもらうことにする。(読売新聞では

9月 10日写真入りで紹介し、朝日も読書欄で

取り上げたのに労働省は知らなかったのだろ

うか。東京局ではわたしがケビになったとい

ううわささえあったというのに、何とも無関

心なことではあった。当時全労働の副委員長

とかであった関口さんには1部進呈したのだ

が、 8月27 日に面向くて夜を徹して一気に読
、、

んだと便りがあった。機関誌で推薦するとい

うことであったが実現しなかった。路線の問

題でもあったのだろうか。なお、日記は在職中

発行のはずが日評の都合で遅れ、おまけに文

章の体裁や漢字が変更された部分があったり

して、満足のいくものではなかった。)

わずか1,500円でも大へんのようであるか

ら、次のこの頃の第1線の旅費と庁費の予算の

状況を、 1973年度の埼玉局全体について見て

みよう。単位は千円である。

( 般会計)

職員旅費 871 監督旅費 1,579 検査

旅費 823 庁費 3,830(以上が労働保護官

署としての費用で、事業場の監督やボイラ一

等の検査費である。)職員旅費 186 庁費

644 (以上は賃金等の統計業務費用である。)

(特別会計)

職員旅費 2,501 庁費 21,712(以上は

労災保険給付関係費)職員旅費 1,372 庁

E i調司昨醐謁皇制調淘: 1 ' r . J瞳陸軍醐躍醐醐臨醐醐蝿醐醐醐臨醐醐盟醐蝿臨輔醒醐醐醐蝿輔盟輔蝿醐瞳醐

藍韮盟

井上浩
全国安全センタ 富JI議長

公務員のこと

人間は誤解は避けられない。そこで、この日

記も誤解しているところもあるかと思って、

主要な登場人物には送っている。ところが、み

なうんともすんとも言って来ない。がっかり

していたところ、現在登場していただいてい

る吉居元局長から「早速読ませていただき当

時の皆さんの顔をなつかしく思い出していま

す。」というお便りをいただいた。とれは元公

務員としてはめずらしいことである。 79年の

日記に次のような記事がある。

12月 19日(土)曇一時晴

午後松岡教授訪問。

「地公災法」進呈。

わたしは新しく北樹出版から出した「地方

公務員災害補償法」を進呈したのであった。先

生はわたしに「地方公務員災害補償基金の理

事長である芦田一良君にも1部進呈したらど

うですかjといわれた。元自治省官僚である芦

田理事長をわたしは知らなかったが、先生の

お言葉があったので鎌倉の住所をお聞きして

発送した。しかし何も言って来なかった。学者

や、弁護士や、民間企業の人は必ず簡単でも礼

状が来るのである。元公務員は他にも本を

送ったりビール券を送ったりしても礼状の来

たことがない。ただで貰うのが当然となって

いるのかもしれない。中には現職の超高官も

いるのだが同じである。その点で吉居元局長

は違っていた。人柄であろう。 74年の日記に次

のような部分がある。

3月8日(金)曇夕日

署の労災主務課長会誌。終了後宴。局長来り。

「井上さんJと話かけ、ロビンソン夫人の「経済

学の考え方jを貸してくれる。

この時と思うが、「今日はうれしいんだ」と

にとにこされていた。いま、いただ、いた手紙を

読むと局長の任期がのびて、財団法人埼玉県

保健センターの設立カT順調にいったからだっ

たかもしれない。お便りに入っていたコピー

を読むと、 S化学工業の鉛中毒事件のことも保

健センター設立のひとつのきっかけになった

ようである。この頃基準行政の職員は全国ど

⑥
 
⑦
 
⑧
 

⑨
 

⑩
 
⑪
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費 2,517 (以上は保険施設関係費)職員旅

費 3,305 滞納処分旅費 2,288 庁費

9,339 (以上は保険料滞納整理関係の費用)

一見して、事業場監督の予算が少なく、あま

り必要のない滞納整理関係旅費が多いのが明

らかである。また、切手や電話代、暖房費、ガソ

リン代等の庁費の大半は労災保険の特別会計

で賄われているのが一目りょう然である。労

災保険料がないと労基局も労基署も働けなく

なっていたのである。「年金ジャーナルJ(財団

法人労災年金協会)1995年5 4号誌の座談会で

中根副会長(前出。 OB) が次のように発言さ

れている。

「もし、労災法が労働省になくて、他省に移っ

ていたら、石岡先生がおっしゃったように、労

働基準局の根幹にかかわる問題まで支障が出

たと思うんですね。といいいますのは、現在の

法律を施行するなり、あるいは法律をつくる

なり、労働基準行政の大きな施策を実施する

には、ほとんど労災保険特別会計の費用で賄

われているわけですね。」

労災保険料は税金と等しい、いやそれ以上

の貢献を労働省にしていたのである。以上で

紹介した予算は1973年度であるが、前出のわ

たしが大臣官房会計課の職員から社会党議員

接待等のことを聞いたのは、日記によるとこ

の年の 1月 8日(月)となっている。

なお、数年後に次のようなことが起きてい

るので書いておく。

1983年 11月3日(木)晴

午後M監督官ほか3名の研修中の監督官来

宅。酒を出す。サカナ 28,0 00円。(この数日前

かに研修中の監督官から電話が来た。日曜に

皆でお話が聞きたい。お礼は沢山出せないが

ということであった。わたしはおかしなこと

もあるものだと思ったが承諾した。ところが

その直後に研修がいそがしく無理なので、次

回にお願いしたいと断ヲて来た。やはりと

思っていたととろ、この日の訪問で理由がわ

かった。誰だかが本省監督課に話したととろ

係長が止めたという。理系の監督官だったと

いうが「そんな人の話を聞くのは恥だから止

めよう。」と言って取り止めが決まったという。

本省の係長が理由をどう説明したか知らない

が、との「恥」と言う意味がわたしには長い間

わからなかった。それが官僚汚職がさわがれ

てからやっとわかった。つまり、労災保険財政

を活用していた「労働基準一家」の結束を乱し、

内部告発したということだったようである。

その係長が誰で、いまどうしているかも関口

さんに聞いてよく知っている。)

1979年のこと

1月8日(火)晴一時曇

浦和署長来局。課長と浅倉補佐も一緒に話

を聞く。 S化学工業鉛中毒業務上外決定の件以

下のとおり。①患者からの電話に署長は出

ない。もし出た場合にも即答せず、後刻j次長等

より連絡させる。②面会は時間と人員を限

り、主題と出席者等を明示させる。③面会

時間が16:30は遅い。面会日は1月下旬か2月

にする。④本省回答を文書でなく口頭で伝

える。

大阪の兼松江商の人が2人相談に来る。弁護

士が拙著を読んですすめたと。頚腕症4名が1

名業務上、 3名が業務外で審査請求すると。会

社としての対応について相談を受ける。(この

頃都会の監督署は、どこでも頚腕問題で苦労

していた。会社も金融関係や商社等では深刻j

であった。)

1月 14日(月)晴

物価上昇甚だし。所沢署中里事務官(現本省

中央労災補償監察官)より、はり・きゅうはど

んな場合に支払ってよいか質問電話。課長と

打合わせ回答するととにする。①医師が必

要と認めること。②医師の指導の下に行う

とと。以上昭和 23年通達が生きていることを

前提とす。(これはこの後も問題が生じたとと

は判決も出たとおり。回答は1月16日電話で

行った。)

1月 17日(木)晴一時曇

熊谷署永尾事務官(現埼玉労災監察官)より

電話。交通事故3名。被災者が自由診療で 1点

単価20円で病院に支払い。被災者への療養費

の支払いをどうするかと。(図った問題であっ

た。労災事故として受診すればよいのに知ら

ないためである。労災保険から本人に単価2 0

円では支払えないのでどうするかという質問

である。もちろん会社にも不足分の補償義務

はない。日記には詳細に計算した内容が書い

であるが、意味もよくわからず、どうなったか

も記憶にない。)

1月 18日(金)晴

S化学工業の労働者が審査請求に来るとい

うので早く帰る。 6名来局し、 4名受理したと。

(どうして早く帰ったか記憶にないが、審査官

の仕事で監察官には関係ないからか、それと

も応対に少し疲れたのかもしれない。)

1月 19日(土)晴

S化学工業H課長来局。①労働組合の機

関誌持参。②滋賀県のR工場には第1組合

はないが、共産党員である従業員5名が有休を

利用し東京H病院で鉛中毒診断。③滋賀県

のR工場総務課長がH病院Y医師に面会し

た。 Y医師は鉛中毒であるとはいわず、「快方に

向っている。」とだけ答えた。④ 5号様式の

証明は行わず。⑤ H病院Y医師も関東労災

病院医師と会い考えを変えたらしい。⑥東

京工場請求2次分5名。⑦健保使用等を本

人等考えているらしい。

1月21日(月)曇午後積雪

午後労働会館で組合行研。委員長を引受け

させられる。(との頃は国家独占資本主義が枕

言葉として流行し、組合でも国家独占資本主

義時代の労働基準行政というような研究資料

が行研に出て来て、故青木宗也教授から激賞

されたりしていた。それを読んだ理系の監督

官がキツネにつままれたような顔をしていた

ととが忘れられない。)

1月 22 日(火)晴

午前中より通災処理をめぐり討議や交渉。

浦和署金子課長来局。①朝霞市役所より連

絡あり。焼却場8名鉛中毒発生と。② S化学

労組交渉要求あり。③ H病院に意見書を要

求した。

1月 25日(金)晴

S化学工業H課長来局。①朝霞市役所の鉛

中毒は共産党のI市議からの問題ではないか。

②日病院Y医師の鉛中毒関心は薄れたらし

い。③署長の確認書どおり鉛中毒と認定す

るよう局長と審査官あてハガキ戦術を行う

と。

午後労働省へ。医事係長。交通事故の診療単

価20円は E支払って、 20円で加害者へ求償

というととも考えられると。(結果どうなった

か前述したとおり不明。)

午前、金田郵政箆察支局長来局。日評へ送っ

た原稿不着のととで説明のため。 回
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外国人労災損害賠髄裁判で
最高裁が初めての判決

新聞等でも報じられたとおり、今年 1月 28日、
最高裁判所第3小法廷は、在留期間を超えてわが
国に残留している(オーパステイの)外国人の
労働災害に係る損害賠償請求に濁して初めての
判決を下した。

この問題に関しては、すでに「外国人労働者の
労災白書 1992年版J(1992年5 月号25～32頁)

でも問題提起し、 1996年 10月号でも 100% の企
業側責任を認めた横浜地裁判決を紹介している
が、今回の最高裁判決とそのポイン卜を紹介する
(なお、以下の加害企業側の主張は、附帯上告期限
切れということで却 Fされているため、判決文で
は加害企業側の主張についてはいちいち取り上
げられていない)。
訴えていたのは、パキスタン国籍の男性 (31歳)

で、 1988年に観光ビザで来日、翌日から都内の製
本会社で就労し、在留期間経過後も継続して就労
中の 1990年 3月 30日に、製本機に右手を挟まれ
る労災事故に被災した。その後も国内で、同主1一二4月
19日から 8月23日まで別の製本会社で就労した
が、右手ひとさし指の末節部分切断で労災保険障
害等級第11級の後遺障害が残った。

焦点は逸失利益の算定方法

最大の焦点は、逸失利益の算定方法に関してで
ある。

1審東京地裁判決は、別の製本会社を退社した
日の翌日から 3年間は、日本国内において実際に
得ていた実収入額を、そ江後は来日前にパキスタ
ンで得ていた収入を、基礎として逸失利益を算定
し、 2審東京高裁判決もこれを追認した。 3年間だ
けは、日本で得ていた実収入額と同程度の収入を
得ることができたであろうということであるが、
その根拠については何ら積極的に主張されてい
るわけではない。

これについて、被災者側は、憲法第14条のri去の
下の平等原則11 (人種、社会的身分等による差別の
禁止)、労働基準法第3条の「均等待遇の原則J(国籍
等による労働条件の差別的取り扱いの禁止)、第4
条の「男女同一賃金の原則J(国籍による格差是正
にも敷街すべきと主張)に違反するものとして、就
労可能年数の全期間について日本での実収入を基
準として算定すべきであると主張した。

それに対して、加害企業側は、「たとえ 3年間で
あっても、将来の『不法就労』を前提とする逸失利
益なるものは、それ自体法律上認められないので
あり、 I去の保護に値しないというべきである」と
主張したロ

最高裁判決は、事故がなかったら存したであろ
う利益の損失分として、被災者個々人の具体的事
情を考慮しながら、種々の証拠資料に基づき相当
程度の蓋然性をもって推定される当該被災者の
将来の収入等の状況を基礎として算定するとい
う原則を示している。そして、との算定方法は、被
災者が日本人であると否とによって(被災者等に
とって有利な方向にも、不利な方向にも)異なる
べき理由はない、とする。

そのうえで、「一時的にわが国に滞在し将来出
国が予定される外国人の逸失利益を算定するに
当たっては、 予測されるわが国での就労可能期
間ないし滞在可能期間内はわが国での収入等を
基礎とし、その後は想定される出国先(多くは母
国)での収入等を基礎として逸失利益を算定する
のが合理的」。本件被災者に関しては、現実には
1990年 8月 23日後も「友人の家を転々としなが
らアルバイト等を行って収入を得ているが、 特
別に在留が合法化され、退去強制を免れ得るなど
の事情は認められ」ず、原審の認定判断は「不合現
ということはできず、原判決に所論の違法がある
とはいえない」とした。

症状固定後3年は日本基準?

最高裁判決においても、なぜな年間」かという
ことの合理性についての積極的な主張は示され
ていなしミ。「在留特別許可等によりその滞在及び
就労が合法的なものとなる具体的蓋然性が認め
られる場合はともかく、不法残留外国人のわが国
における就労可能期間を長期にわたるものと認
めることはできない」、としているだけである。

また、本件では、症状固定後の一定の期日であ
る別の製本会社を退社した日の翌日から 3年間
とされたが、 r3年間」の起算日についても積極的
な主張が示されていないため、「症状回定後3年
間」という説が確立したとも言いきれない。

いずれにしろ、「来日目的、事故の時点における
本人の意思、在留資格の有無、在留資格の内容、在
留期間、在留期間更新の実績及び蓋然性、就労資
格の有無、就労の態様等の事実的及び規範的な諸
要素を考慮して、わが国における就労可能期間を

認定する」ということが、今回の最高裁判決のポ
イントと言えよう。

慰謝料は日本人と差別なじ

慰謝料については、 1審、 2審とも、後遺障害等
級第11級、労働能力喪失率2 0 %で、精神的損害と
して 250 万円とした。

これに対して、被災者側は、被災者が本国へ帰
国した場合には日本以上に劣悪な条件下で働か
なければならなず、 6 7 %以上の労働能力喪失率、
日本人以上の慰議t料が認められるべきである。ま
た、災害発生の責任が全面的に加害貴企業側にあ
るとと、家放等の支えなしに 人で苦痛や孤独と
闘わなければならなかったこと、受傷後一方的に
解雇され、住まいも追い出されたととなどの事情
も考慮すべきであると主張。
一方、加害企業側は、原判決が認定した、日本に

おける収入とパキスタンにおける収入の比率二約
5.91音を適用すれば、 250万円は1,475万円に祁当

し、「同金額がパキスタンで有する価値を考慮する
と、高額に失し、理由不備、経験買Ij違背、審理不尽の
違法があるというべきである」等と主張した。
最高裁判決は、「日本人以上の慰謝料額を認め

なければならない事情があるというととはでき
ないJとして、被災者側の主張を退けた。

「慰謝料額の算定は、原則として、原審の裁量に
属する」などとされているとともあり、具体的水
準が妥当であるかどうかは別としても、オーバ
ステイあるいは「不法就労」の外国人であるから
という理由で、慰謝料に関して日本人と差別して
はならないという考え方は確立されたというこ
とができよう。

3割の過失相殺

被災者側にも落ち度があるとして3割の過失相
殺を認めたことに対しても、被災者側、加害企業
側の双方から異論が主張されたが、最高裁判決は
原審を是認した。
過失相殺は、具体的な事実認定によって大きく

左右されるが、 1996年 10月号で紹介した横浜地
裁判決では、 1 0 0 %企業側の責任として過失相殺
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を認めていない。

特別支給金は控除できない

なお、外国人労働者に特有の問題ではないが、

被災者側は、労災保険による休業補償給付や障害

補償給付だけでなく、特別支給金をも損害賠償額

から控除したことは違法であると主張し、最高裁

は、この点についてだけ、被災者側の主張を認め

て、損害賠賞金額を引き上げた(加害企業側は、被

災者側の主張を認めるのであれば、慰謝料から控

除すべきであると主張した)。

労働省が、保険給付自体を引き上げすに、労働

福祉事業としての特別支給金を残し続けている

ために生じている問題であるが、この点は、実務

上留意しておきたい。

このため、その権利性に問題が生じている 労

働福祉事業は、「政府の裁量で決まる恩恵的な事

業であって、被災労働者が権利として主張できる

ものではななどとされる ことは、 1995 町T甫

年 10月号 4頁等で述べたとおりである。 民↓よ胡

外間人労災損害賠横裁判最高裁戦決
平成5年(オ)第2 1 3 2号、同8年(オ)第2 3 8 3号判決

主文

原判決中、上告人(注.被災者)敗訴の部分を

次のとおり変更する。

第 1審判決を次のとおり変更する。

1 被上告人らは上告人に対し、各自 216 万

6,225円及ひきとれに対する被上告人有限会

社K社については平成2年7月 14日から、被

上告人Yについては同年3月30日から、各

支払済みまで年5分の割合による金員の支

払をせよ。

2 上告人のその余の請求をいずれも棄却す

る。

二 本件附帯上告を却下する。

三 第一項に関する訴訟の総費用(被上告人らの

附帯探訴費用を除く)は、これを 7分し、その 1

を被上告人らの、その余を上告人の負担とし、

附帯上告費用は附帯上告人らの負担とする。

理由

一 上告代理人の上告理由一、二の 1、2、三及び

回並びに同五のうちこれらと同旨をいう部分

について

1 本件は、在留期間を超えて我が国に残留して

いる外国人が、被上告人有限会社K社で就労中

に労災事故に被災して後遺障害を残す傷害を

負ったため、使用者である被上告会社等に対し

て損害賠償を求めるものである。

2 財産上の損害としての逸失利益は、事故がな

かったら存したであろう利益の喪失分として

評価算定されるものであり、その性質上、種々

の証拠資料に基づき相当程度の蓋然性をもっ

て推定される当該被害者の将来の収入等の状

況を基礎として算定せざるを得ない。損害の填

補、すなわち、あるべき状態への回復という損

害賠償の目的からして、右算定は、被害者個々

人の具体的事情を考慮して行うのが相当であ

る。とうした逸失利益算定の方法については、

被害者が日本人であると否とによって異なる

べき理由はない。したがって、一時的に我が国

に滞在し将来出国が予定されている外国人の

逸失利益を算定するに当たっては、当該外国人

がいつまで我が国に居住して就労するか、その

後はどこの国に出国してどこに生活の本拠を

おいて就労することになるか、などの点を証拠

資料に基づき相当程度蓋然性が認められる程

度に予測し、将来のあり得べき収入状況を推定

すべきことになる。そうすると、予測される我

が国での就労可能期間ないし滞在期間内は我

が国での収入等を基礎とし、そ江後は想定され

る出国先(多くは母国)での収入等を基礎とし

て逸失利益を算定するのが合理的ということ

ができる。そして、我が固における就労可能期

間は、来日目的、事故の時点における本人の意

思、在留資格の有無、在留資格の内容、在留期

間、在留期間更新の実績及び蓋然性、就労資格

の有無、就労の態様等の事実的及び規範的な諸

要素を考慮して、これを認定するのが相当であ

る。

在留期間を超えて不法に我が国に残留し就

労する不法残留外国人は、出入国管理及び苦臣民

認定法24条4号口により、退去強制の対象とな

り、最終的には我が聞からの退去を強制される

ものであり、我が国における滞在及び就労は不

安定なものと言わさ守るを得ない。そうすると、

事実上は直ちに摘発を受けることなくある程

度の期間滞在している不法残留外国人がいる

こと等を考慮しても、在留特別許可等によりそ

の滞在及び就労が合法的なものとなる具体的

蓋然件が認められる場合はともかく、不法残間

外国人の我が国における就労可能期間を長期

にわたるものと認めることはできないという

べきものである。

3 原審の適法に確定するととろによれば、上告

人は、パキスタン回教共和国(パキスタン・イス

ラム共和国)の国籍を有する者であり、昭和63

年 11月28日、我が国において就労する意図の

下に、同共和国から短期滞在(観光目的)の在留

資格で我が国に入国し、翌日から被上告会社に

雇用され、在留期間経過後も不法に残留し、継

続して被上告人会社において製本等の仕事に

従事していたととろ、平成2年3月30日に本件

事故に被災して後遺障害を残す負傷をしたも

のであり、その後も、国内に残留し、同年4月19

日から同年8月23日までの聞は別の製本会社

で就労し、更にその後は、友人の家を転々とし

ながらアルバイト等を行って収入を得ている

が、出入国管理及び難民認定法によれば、最終

的には退去強制の対象とならざるを得ないの

であって、上告人について、特別に在留が合法

化され、退去強制を免れ得るなどの事情は認め

られないというのである。

原審は、右事実関係の下において、 t告人が

本件事故後に勤めた製本会社を退社した日の

翌日から 3年間は我が国において被上告会社

から受けていた実収入額と同額の収入を、その

後は来日前にパキスタン回教共和国(パキスタ

ン・イスラム共和国)で得ていた収入程度の収

入を得ることができたものと認めるのが相当

であるとしたが、上告人の我が国における就労

可能期間を右の期間を超えるものとは認めな

かった原審の認定判断は、右に説示したところ

からして不合理ということはできず、原判決に

所論の違法があるとはいえない。また、出閏先

ないし将来の生活の本拠、労働能力喪失本等所

論の点に関する除、審の認定判断も、原判決挙示

の証拠関係に照らして是認するに足り、その過

程に所論の違法はない。

論旨は、違憲をいう点を含め、原審の専権に

属する証拠の取捨判断、事実の認定を非難する

か、又は右と異なる見解に基づき原判決の法令

解釈の誤りをいうものであって、採用するとと

ができない。

二 同二の3及び5並びに同五のうちこれらと問

旨をいう部分について

所論の点に関する原審の認定判断は、原判決

挙示の証拠関係に照らし、正当として是認する

ととができ、その過程に所論の違法はない。論

旨は、原審の裁量に属する過失相殺唱j合の量定

の不当をいうか、又は独自の見解に基づき原判

決を論難するものであって、採用するととがで

きない。

三 間二の4及び同五のうちこれと向旨をいう

部分について

所論の点に関する原審の認定判断は、原判決

挙示の証拠関係に照らし、正当として是認する

ととができる。慰謝料額の算定は、原則として、

原審の裁量に属するところ、所論は、上告人に
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は、日本人以上の慰謝料十額を認めるべき事情が

ある旨主張するが、 部は原審の認定しない事

実を前提とするものであるほか、その主張する

ととろをもってしても、日本人以上の慰謝料額

を認めなければならない事情があるというこ

とはできない。原判決に所論の違法はなく、論

旨は採用することができない。

四 同二の 6及び同五のうちこれと同旨をいう

部分について
労働者災害補償保険特別支給金支給規則(昭

和 49年労働省令第3 0号)に基づく休業特別支

給金、障害特別支給金等の特別支給金の支給

は、労働者災害補償保険法に基づく本来の保険
給付ではなく、労働福祉事業のー壌として、被

災労働者の療養生活の援護等によりその福祉

の増進を図るために行われるものであり(平成

7年法律第35号による改正前の労働者災害補
償保険法2 3 条 1項 2号、同規則 1条)、使用者又

は第三者の損害賠償義務の履行と特別支給金
の支給との関係について、保険給付の場合のよ
うな調整規定(同法 64条、 12条の4)もない。こ

のような保険給付と特別支給金との差異を考

慮すると、特別支給金が被災労働者の損害を填
補する性質を有するということはできず、被災

労働者が労働者災害補償保険から受領した特

別支給金をその損害額から控除するととはで
きないと解するのが相当である(最高裁平成6

年(オ)第9 9 2号同8年2月 23日第 2小法廷判

決民集50巻 2号 249頁参照)。これと異なり、

上告人が労働者災害補償保険から支J給を受け
た特別支給金35万3,787円を上告人の財産的

損害の額から控除した第1審及び原審の判断

には、法令の解釈運用を誤った違法があるとい

わなければならない。
本件において、特別支給金を除いた労働者災

害補償保険給付の額は1 4 2万 3,910 円であり、

填補の対象となる財産的損害の額は 164 万
0,135円であるから、財産的損害について、被上

告人らには、なお21万6,225円の慣害賠償債務

が残るととになる(なお、との場合においても、

弁護士費用の額を20万円とした原審の判断は

相当である)。そうすると、上告人の請求は、被

上告人らに対し、各自 2 1 6万6,225円及びこれ
に対する被上告会社については平成2年 7月

1 4日から、被上告人Yについては同年3月3 0

日から、各支払済みまで年5分の割合による金
員の支払を求める限度でこれを認容し、その余

を棄却すべきものであって、前示違法は判決の
結論に影響を及ぼすことが明らかである。これ

と同旨をいう論旨は理由があり、原判決のうち
t告人の控訴を棄却した部分はとの限度にお

いて破棄を免れず、右部分及び第1審判決は右

の趣旨に変更すべきものである。

E 附帯上告について
F世帯上告は、それが上告理由と自Jr闘の理由に

基づくものであるときは、当該上告についての

上告理白書提出期限内に原裁判所に附帯上告

状を提出してすることを要するものであると

とは、当裁判所の判例とするところである(最

高裁昭和3 7年(オ)第9 6 3号同3 8年7月3 0 日
第 3小法廷判決・民集 17巻 6号 819 頁、最高裁

昭和61年(オ)第1304号・平成2年(オ)第1188

号同3年6月 18日第 3小法廷判決裁判集民事
163号 1 0 7頁参照)。これを本件についてみる

に、本件附帯上告理由は、いずれも上告理由と
は別個のものといわざるを得ないところ、本件

附帯上告状が、本件上告事件につき上告代理人
に対し上告受理通知書が送達された日から5 0

日を超えた後の平成8年 11月19日に提出され

たととは、記録上明らかである。したがって、本

件附帯上告は、不適法であって、却下を免れな

しし

よって、民訴法4 0 8条、 396 条、 386条、 384

条、 96条、 95条、 89条、 92条、 93条に従い、裁判

官全員致の意見で、主文のとおり判決する。

平成9年 1月 28日 拘lr.l
最高裁判所第3小法廷 艇よ且

裁判長裁判官可部恒雄

裁判官園部逸夫

裁判官大野正男 

裁判官千種秀夫
裁判官尾崎行信
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パソコンによる翻訳作業で
東京.臆鞘炎を業務上認定

Sさん (25歳、女性)は、東京都

千代田区の印刷会社に勤務し、

パソコシを使ってコンヒ。ュータ

のマニュアルを翻訳して入力す

る業務に従事していた。昨年2

月頃から右手首に激痛が走るよ

うになり、健鞍炎と診断された。
3月からは仕事もできる状態で
はなく、休業せざるを得なく

なった。

原因は、一昨年末から所属す
る課の人員が大幅に減らされる

なかで、業務量が増え続け、連日

午後10時までに及ぶ残業や休
日出勤を続け、パソコン入力作
業で右手を酷使したこと以外考
えられなかった。 Sさんは、東京

都労政事務所の紹介で東京東部
労災職業病センターに相談し、

昨年6月に中央労働基準監督署
に労災申請を行った。

Sさんの所属する部署では、ク

ライアントごとにプロジェクト

を編成し、Mrといわれる機械翻

訳を行った後、ポスト(第 1次翻
訳)、リライト(第 2次翻訳)、

チェックく訳語の統などを見直
す)、原っき(原文と訳文の突き合

わせ)、素読み(最終校正)という
作業を行うふさんは、ポストを

担当していた。まず、フロッピー

ディスクの英文データをM Tに
かける前処理を行い、乱I Tにテー

タをかけた後、機械翻訳された
デ、ータを受け取ってポストにか

かる。パソコンはPC-98 を使用。
画面とハードコピー(英文デー

タテキスト)を見ながら、Mrの
機械的な翻訳文をわかりやすい

日本語の翻訳文に直しながら入

力していく。ポストではあくま

で自分て翻訳文を考えながら入

力していくため、作業工程のな

かでは一番時間がかかる。

部署替えで人員が12名から 7
名に減らされても業務量は増

え、外注管理の仕事も任されて
いたSさんの業務負担は過重な

ものとなった。 5さんが使用し

Aさんは、製造業のB社に勤

務していたところ、作業中に急

性腰痛症を発症し動きがとれな
くなったので、病院に運ばれ入

院した。当然、労災で治療してく
れると思っていたととろ、会宇土

の担当者がきて、病院に対して

「とれは労災ではないので」と申

し立てたため、健康保険による

ていたパソコンのキーボードの

調子が悪く、キー設定がうまく

いかなかったため、キーボード

を打鍵する際に左手指に比して

右手指を頻固に使用したこと

も、右手の健鞘炎発症の原因と
なった。

Sさんの業務内容と発症原因
を自己意見書にまとめ、昨年9

月に中央労基暑に提出。その後、

数回の署交渉を経て今年2月、
業務上認定された。

Sさんの仕事は、キーボード

の打鍵回数だけからみるなら、

同じ時間エディターソフトや

ワープロソフトを使って文章を

入力をし続けたり、データ入力

だけを繰り返すような業務より
も少ないかもしれない。パソコ

ン作業による健康障害の原因

は、たんに手指の反復動作だけ
に限られるものではな 町 T向

いというととである。 魁よ胤

(東京東部労災職業病センタ )

治療を強いられることになった。
納得のいかないAさんは、自

分で労災保験の休業補償を労働

基準監督署に対して行った。約

3か月後、労基署は、業務外決定

を文書通知してきた。驚いたA
さんは、労基署に対し業務外決

定の理由の説明を求めに行った
ところ、 I発症時に重量1kgのも

開違った調査をやり菌し
近畿・労基署段階で不支給処分撤回
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のしか持っていないし、いつもと

同じ作業をしていたので労災に

はならない」との説明を受けた。

いままで一度も労基署から事

情聴取をされたとともなかった

Aさんは、怒りと不信の中、知り

合いとともに関西労働者安全セ

ンターに相談に訪れた。本人の

聴取もされずに「業務外決定」を

受けるというのはあまりにも不

自然なため、安全センターでは

あらためて労基署に事情説明を

受けに同道することにした。

担当者不在の中、労災課長が

説明してくれたのであるが、や

はり、本人の事情聴取がまった

く行われていないことは本当で

あった。会社から提出された「災

害状況報告書jと主治医との面

談記録が主な調査資料としてあ

がっており、担当者の調査復命

書と合わせても、全調査資料の

厚さは横からみるとほんの少し

だった。

労基署に対しては、調査のず

さんさについて抗議するととも

に、再調査を要請した。労基署側

もその点を認め、「通常の調査」

をあらためて行うととになっ

た。

この中で、被災当日は、大雪の

日で夜勤中の未明に転倒事故を

起こしていたこと、会社が

r1kgJと申し立てていた物体が

じつはrlOkgJもあったことな

ど、新たな事実と会社側のウソ

が明らかになり、これらの事実

に基づいて労基署は医師意見書

を収集し、あらためて業務上認

定が行われるに至った。

いたずらに「審査請求でやっ

てください」と閣き直らないで、

調査をしなおし、間違った判断

を是正した労基署の対応は十分

に評価できる。ただし、会社側が

虚偽の申し立てをするなど非常

に悪質であり、今後、 Aさんに対

するいやがらせを続ける可能性

も大いにあり、その面での労基

署の適切な対応が重要町T閉
になるだろう。 以↓単

(関西労働者安全センタ )

じん蹄潤定基準の改訂作業
労働省.健康管理のガイドブヅクも作成

労働省は、昨年来、①じん肺有

所見者向け健康管理指針等の作

成、および、②じん肺診査ハンド

ブPック・標準エックス線写真フィ

ルム¢改訂の作業を進めている。

①については、離職者向けの

「ガイドブヘyクJと在職者向けの

「じん肺有所見者に対する健康

管理教育のためのガイドライ

ン」がまとめられている。

とれは、専門家による「粉じん

作業従事者に対する教育の充実

¢検討及びじん肺有所見離職者

ガイドブ、ツク検討会jが設置さ

れ、そのもとにガイド 7'ツク部

会と教育指針部会が設けられて

各々の案を作成した上で、じん

Il市審議会に設置された健康管理

部会にかけられ、今年2月に、じ

ん肺審議会に報告了承を受け

たものである。

「離職するじん肺有所見者の

ためのガイドブック」は、「主とし

てじん肺管理区分2または3の

決定を受けている方のために」と

され、 r1 健康的な生活習慣」、

rn症状の変化と健康節里J、rm
じん肺健康診断とじλ肺管理区

分、健康管理手帳J、「町じん肺

と労災補償j、rv再就職される

場合」およびじん肺法の仕組み等

についての資料からなる。

②で改訂が予定されるじん肺

診査ハンドブックと標準工ック

ス線写真フィルムは、いずれもじ

ん肺管理区分の決定や合併症に

認定、すなわち労災補償江大様化

なるかどうかの判定の基準とも

いうべきものである。労働省は、

①と同様、当初今年度中にも改訂

を実施するつもりだったようだ

がJ専門家会議」広検討が遅れて

いるため、まだその内容がほとん

ど明らかになっていない。

標準エックス線写真フィルム

については、現在の12段階尺度

から4段階の分類に変えること

などが検討されているようだ。

現在でも、無所見 (0型 0/、0/

O、0/1の3分類が該当)と有所見

(1型 1/0 、1/1、 1/2 、2型 2/1、

2/2、2/3 、3型 3/2 、3/3 、3/+が

該当)の境界、 0/1と判定するか

1/0と判定するかで、主治医と労

働基準局(じん肺診査医)の意見

3目安全センタ情報1997年4月号

が食い違うなどで問題が起とる

ことがしばしばある。これを4段

階分類にして、 。 /口、 1/1 、2/2 、3/3

だけにしてしまうと (0/1 、1/0等

をなくしてしまう)、 1/1にまで

至らない1/0の場合には今後無

所見とされてしまう、などの問題

が生じてくるおそれがある。

じん肺診査ハンドフ、ックの改

訂については、どのような検討

が行われているかまったくわか

らない。肺機能検査の判定基準

が厳しくなったり、続発性気管

支炎の認定や治ゅの取り扱いが

改悪されるおそれなどもないと

t立R艮らない。

じん肺をめくaつては、とれま

でも多くのことが問題になって

きており、 1994年3月には、労働

者住民医療機関連絡会議のじん

肺研究会として「現行じん肺法

に関する見解・提案」もまとめて

いる(1994 年6月号参照)。今回

の改訂作業は、そうした問題点

を改正するためにとそ行われる

べきであって、改悪・被災者切り

捨てにつながるもので 四T胃
あってはならない。 祉 114

1か月輔の業務過重を評輔
神奈川.新認定基準後県内初の認定

地方公務員だったKさん(男

性)は、 1994年8月9日午後勤務

中に倒れ、横浜市内の病院に運

ばれたが、意識が戻らないまま

夕方、脳出血によって死亡した

(当時4 6歳入Kさんは、 1994年

7月に福祉関係の外郭団体の事

務局長に出向しており、わずか

1か月後の出来事だった。

Kさんは約3年間、課長補佐・

担当係長として福祉に関する新

事業を企画、そのための調査や

他の部や市民から持ち込まれる

さまざまな情報の調整を行って

いた。定型化することなく、膨大

な仕事が持ち込まれていたので

ある。予算の策定、社内の事業の

調整、プロジェク卜に対しての

創造的な仕事など、多岐にわた

り、そのための勉強もよくして

いだ。同僚の証言によ: h r :f、毎朝
の始業時実～に遅れたことはな

く、退社時刻も午後7時より早

かったことはなかったという。

泊まりの勤務もしばしばあった

ことから、 Kさんは少なくとも1
日 10時間以上の労働を3年間

継続していたことになる。

Kさんは、 1994年7月1日に

外郭団体である福祉職場に事務

局長として出向。仕事内容とし

ては、活動のための予算を市か

らできるだけたくさん認められ

てもらうととであった。

外郭町本の事業は年々拡大さ

れており、事務局長として約3 0

名の職員の仕事のすべてを統括

していたので、それらすべてを

把握するまでは相当な精神的疲

労があったに違いない。

それにもまして、 Kさんの担

当であった障害者作業所におい

て、運営費用を何年にもわたっ

て私的に出費するという横領事

件が発覚した。これは着任早々

大問題となり、かなりの精神的

負担になったと思われる。そし

て、 1か月後の8月9日、 Kさん

は、午前・午後の打ち合わせ会議

をとなしたあと、自の痛みを訴

え、職場に戻る途中に休みたい

と訴えた。そしてすぐに意識不

明に陥り、応急処置の後病院に

運ばれたが、意識が回復するこ

となく死亡したのである。

横浜北労働基準監督署は、

1 995年2月に改正された認定

基準に基づいて、「死亡前1か月

に過重負荷があったJとして業

務上と認定した。

だが、 Kさんの仕事ぶりは亡

くなる1か月前よりも3年間の

課長補佐・担当係長時代の方が、

土日も休む間もなく、はるかに

残業も膨大な時間を費やしてい

た。申請者であるKさんの妻は、

出向前の長い間の疲労の蓄積は

認められなかったととを悔し

がっている。

死亡1か月前の「異常な出来

事」がなければ認定されなかっ

たかもしれないが、神奈川県内

でも初めて新認定基準が適用さ

れた、このKさんのケ←スを踏

まえ、神奈川労災職業病セン

ターとしても過労死の対応に積

極的に取り組んでいき 町T情

たい。 以↓凪

(神奈川労災職業病センター)
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多国籍企業監視のネットワーク
東京.第 1回アジア国際シンポジウム

進出企業問題を考える会で

は、昨年末の 12月7日、韓国と香

港から多国籍企業問題に取り組

んでいる N G Oの代表4人をゲ

ストとして招き、「多国籍企業の

モニターに関する第1回アジア

国際シンポジウム」を都内の全

水道会館で開催した。シンポジ

ウムには、主催・協賛団体関係者

を中心に海外ゲスト、報道関係

者を含め約 100 人が参加し、日

本・韓国・香港での多国籍企業の

モニター活動の経験交流と今後

の課題について報告、検討した。

@シンポジウムの目的

アジア国際シンポジウムは、

日本国内ならび、にアジア地域に

おける市氏、 N G Oによる多国籍

企業に対するモニタ 活動の強

化とネットワークづくりを目的

に、日本国内で多国籍企業問題

に関わっている市民団体12団

体の協賛と(財)東京国際交流財

団の助成を得て開催された。

1回目の今回は、「日韓共同セ

ミナー」として開催され、韓国で

の海外進出企業のモニターに取

り組んでいる市民団体「参与と

民主社会のための市民連帯J、

「環境運動J連合」の代表3人をゲ

ストとして招き、(投資国側市

民 . N G Oの課題)をテーマに、日

韓両国での取り組みを交流、多

国籍企業モニターのための今後

の課題や協力について検討し

た。シンポジウムには、香港のア

ジアモニター・リソース・セン

ター (AMRC) の代表も特別参

加した。なお、日本でのシンポジ

ウムに先だって11月7-8日にソ

ウルで、「市民連帯jなどの主催

で同趣旨の国際セミナーが開催

され、日本からは当会事務局の

仁科健氏が参加している。

@シンポジウムの報告テーマ

シンポジウムではまず午前中

に、主催者報告と韓国香港の海

外ゲスト代表報告が行われた。

テーマと報告者は次のとおり。

(1)主催者報告

日本企業の海外進出とモニ

ター活動の現状(進出企業問

題を考える会佐久間真一)

(2)ゲスト報告(韓国①)

韓国企業の海外進出と間見活

動 (f市民連帯」幹事キム・ウ

ニョン)

(3)ゲスト報告(香港 AMRC)

アジアにおける多国籍企業と

労働組合(ジェラルド・グリー

ンフィールド)

続いて午後には、次のテーマ

で日本側報告と韓国側報告が行

われた。

(4)日本側報告①

ゼンセン同盟の多国籍企業対

策について(ゼンセン同盟国

際局長鈴木則之

(5)日本側報告②

「社会条項戦略Jから「社会憲

章戦略」へ(国際労働研究セン

タ一所長戸塚秀夫)

(6)ゲスト報告(韓国②)

韓国海外進出企業とI第寛問題

(韓国環境運動連合チ工・エ

ヨン)
(7)ゲスト報告(韓国③)

多国籍企業に対する規制のあ

り方 cr市民連帯」弁護士.

チャ・ジフン)

シンポジウムでは途中、会場

を3つに分けて、韓国からのゲ

ストを閏んでの自由討論の場が

設けられ、意見交換などが活発

に行われた。報告が多く、プログ

ラム上、各報告に対する質疑や

討論の時間がほとんどとれな

かったのは残念であったが、各

報告は、それぞれの活動実績や

研究成果に基づいた充実した内

容であった。なお、当日の報自立、

別途報告集としてまとめられて

いる(頒価 1,000 円)。

@海外からのアピール紹介

今回のシンポジウムには、日

本の海外進出企業が関係する問

題案件のアピールがアジア各国

から寄せられ、紹介された。シン

ポジウムは、とうしたアジアを

はじめとした進出先の人びとの

「声 jを日本の市民に伝える場と

もなった。当日紹介されたア

ピールは次のとおり(カッコ内

は紹介団体) 。

a:韓国フコクの労働組合弾圧

問題(進出企業問題を考える会)、

②玩具の安全生産キャンベーン
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(日本消費者連盟)、③タイ北部工

業団地の労災事件(全1国安全セン

ター 1・2月号参照)、④スマト

ラ・パルプ工場建設問題(熱帯林

行動ネットワーク)、⑤インドネ

シアのN l K E問題(日本インドネ

シア N G Oネットワーク)、⑥

フィリピン・セブ島開発問題(全

造船機械石川島分会)、⑦ロス

ニューオータニの不当解雇問題

(APWSL日本委員会)、③中国・

三峡ダム建設問題(地球の友・日

本)、⑨日本の原発輸出問題(原子

力資料情報室)

@海外ゲストを囲んでの交流会

シンポジウム終了後、午後 7

時から、海外ゲストを囲んでの

主催・協賛団体関係者による交

流会がもたれた。交流会では、シ

ンポジウムに対する感哩や意見

交換とともに、日本の協賛団体

の活動紹介が行われた。海外ゲ

ストから、韓国、香港での多国籍

企業問題の取り組みが労働問題

が中心となっているのに比し

て、日本では環境問題や消費者

問題などの視点から関係町本の

取り組みが進んでいるととに賛

意が表せられた。

@シンポジウムの成果と今後の

課題

主催・協賛団体による総括会

議は今後開催されるが、進出企

業問題を考える会の事務局会議

では、今回のシンポジウムの成

果と今後の課題について次のよ

うに確認している。

① 市民団体による多国籍企

業問題に関する国際シンポジ

ウムは日本国内では初めての

取り組みで、マスコミ報道も

含め関係方面の関心も高く、

多くの参加者を得て成功裏に

開催することができた。一般

参加者、主催・協賛団体関係

者、海外ゲストの評価も高く、

次につながるシンポジウムと

なった。

② 日本国内ならびに韓国、香

港で多国籍企業問題に取り組

んでいるN G Oが一堂に会し、

活動車裂殺の交流や課題当を報

告し合うことによって、多国

籍企業問題に隠する共通の理

解を深め、モニター活動の強

化に向けた協力関係やネット

ワークづくりへの第一歩とす

ることができた。とくに今回

のシンポジウムは、日本国内

で多国籍企業問題に関わって

後継綴徳川

いる市民団体 12団体の協賛

で開催されたが、協賛団体は

いずれも、日系企業の人権侵

害や環境破壊などの問題に取

り組んできている市民団体

で、今後、日本国内での共同し

た取り組みがさらに強化され

ることになった。シンポジウ

ムの協賛団体は次のとおり。

アジア女子労働者交流セン

タ /アジア太平洋資料セン

ター/APWSL日本委員会

/カトリック青年労働者連盟

/原子力資料情報室/憲法擁

護・平和・人権フォーラム/国

際労働研究センタ←/全国労

働安全衛生センター連絡会議

/地球の友日本/日本イン

ドネシアN G Oフォーラム/

日本消費者連盟/熱帯樹子動

ネットワーク

③ 今回のシンポジウム開催

にあたって、多国籍企業対策

労組会議 (TCM)や連合など

の労働組合の協賛を得ること

ができなかったが、多国籍企

業の監視活動には労働組合の

役割が不可欠であるととか

ら、今後、市民団体と労働組

合・労働団体との連携を追及

していくととが日本国内での

大きな課題となっている。

④ さきの APEC首脳会議や

W T O閣僚会議の宣言などに

みられるように、「投資の自由

化jを求める動きに拍車がか

かっていることから、今後、多

国籍企業の投資が進むアジア

地域においてN G Oレベルで

の多国籍企業に対するモニ

ター活動がますます重要と
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なっている。アジア各国で多

国籍企業問題に取り組んでい

るNGOとの連絡、ネットワー

クづくりを進めていくととが

大きな課題となっている。

⑤ 今回のシンポジウムには、

タイ、インドネシア、フィリピ

ユ等アジア各国から日系企業

にかかわるアピールが寄せら

れた。投資国側の市民、労働者

の責任として、とうした進出

先の人々の「訴え」に此、えられ

る体制を強化していきたい。

@今後のシンポジウム開催計画

多国籍企業のモニタ←に関す

るアジア国際シンポジウムは、

3か年計画で予定されている(次

回は1997年 11 月24日の予

定)。皆様の提案や御意阿T爾
見をお寄せください。 臥↓凪

進出企業問題を考える会

佐久潤真一

兜童労簡と労鞠災害
海外短信・Workers 'Health

International Newsletter

間フロリダの穀物貯蔵所で若い

労働者か転落死亡した事件を契

機に、 Occupational Safety and

Health Adminisutration (労働

安全衛生局)が、穀物加工施設な

どの防護基準を改正することに

なった。死亡した PatrickHayes

さん (19歳)の父親である Ron

Hayes さんが、労働行政の要人

と面談するなど積機的に要請し

てきた。彼は息子の死後、仕事を

辞めて、労働災害で家族を亡く

した人たちのNPO-FIGHT

(Families in Grief Together)

を組織してj舌動している。

圃カナダのアルベルタでは労災

死亡労働者の3分の1が若年労

働者であり、オンタリオでも事

故の1 3 %が若い人たちのもの

である。オンタリオの Work

place Heal th and Agency がビ

デオによる安全衛生側事のカリ

キュラムを作成し、高校などで

実施している。

園デンマ←ク政府が 13 歳以下

の児童労働を禁じることを決

定。政府によると毎年数千人の

児童が労災事故で入院している

とのこと。

圃173か国の労働大臣がジェノ

バに集まり、児童労働に関して

討議。世界では7,3 0 0万人の児

童が就労している。これは教育

を受けることができないことも

意味しており、将来にわたる深

刻な問題とI L Oの事務総長は

語る。

贋デリーのNGOの調査による

と、デリーの 200 を越える事業

所で非常に危険な酸化鉛バッテ

リーのリサイクル工程があると

のこと。オーストラリアとカナ

ダが進出のさきがけであった

が、他国も規制の強化にとも

なって進出してきでいる。

圏オーストリアの連邦産業大臣

補佐の Garry James 氏による

と、若くて経験の浅い労働者の

死亡災害が増加している。アン

ケー卜調査でも安全衛生への関

心があまり高くない。テレビコ

マーシャルによるキャンペーン

も計画している。

Eアメリカ・ニュ←ジャージー

州の衛生部が、数年前に学校に

おける発がん物質(例えばアス

ベスト、ベンゼン、クロムなど)

削減のためのプロジェク卜を立

てた。その成果で、多くの学校で

改善がみられた。

園アメリカで5つの学校団体と

EPAが共同で、学校の空調を改

善するための、チェックリスト、

ビデオ、ガイドなどを作成。

園アメリカでEPAが幼児、児童

¢健康を守るための環境基準を

作成することになヲた。

圃イギリスで若年労働者に対す

る安全衛生の新しい規制か導入

されることになった。 Health & 

Safety Comission (HSC)が、有

害物質の曝露制限など、 ECの基

準に合わせて規制案を作成。

TUCでは、さらに厳しい規制を

求めている。
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北海道.社団法人北海道労働災害・職業病研究対策センター

〒004札幌市豊平区北野l条1T目6-30医療生協内
東京.東京東部労災職業病センター

〒 136江東区亀戸 1-33-7

東京.三多摩労災職業病センター

干 185国分寺山南町 2- 6- 7丸山会館 2-5 

東京.三多摩労災職業病研究会

干185国分寺市本町3-13-15三多摩医療生協会館内

神奈川.社団法人神奈川労災職業病センター

干230横浜市鶴見区豊岡町20ド9サシコーポ豊岡505

新潟.財団法人新潟県安全衛生センター

τ'EL( 011)883-0 330 /FAX( 011)883-7261

TEL (03)3683-9765/FAX(03)3683-9766

τ'EL( 0423)24- 1024 / F必C(0423)24- 1024

寸' E L(0423)24-1922 /FAX( 0423)25-2663

τ'EL( 045)573-4 28ヨ/ F AX(045)575-194品

〒951新潟市東堀通2-481 τ'EL( 025)228-2127 / F必［ (025)222-0914

静岡・清水地区労センター
干 424清水市小柴町2-8

京都.京都労働安全衛生連絡会議
干 601京都市南区西九条東島町50-9111本ビル3階

大阪・関西労働者安全センター
〒540大阪市中央医内本町 1-2-13ばんらいビ) v 6 0 2

兵庫.尼崎労働者安全衛生センター

干 660尼崎市長洲本通1- 1ι7阪神医療生協気付

兵庫.関西労災職業病研究会
〒660尼崎市長掛体通 1-1ι7阪神医療生協長洲支部

広島.広島県労働安全衛生センター
〒732広島市南区稲街町5- 4前田ビル

鳥取・鳥取県労働安全衛生センター
干680鳥取市南町505自治労会館内

愛媛・愛媛労働災害職菊丙対策会議
〒アヨ2新居浜市新田町1-9-9

高知・財団法人高知県労働安全衛生センター
干 780高知市菊野イワ井田 1275-1

熊本.熊本県労働安全衛生センタ
〒861-21般本I同牌冊目3441却軌制ークタウンクリニック

大分.社団法人大分県勤労者安全衛生センター
〒 870大分市寿町1-3労働福祉会館内

宮崎.旧松尾鉱山被害者の会
干 883日向市財光寺 283-211長江団地 1-14

自治体・自治体労働安全衛生研究会
干 102千代同医六番町1自治労会館3階

(オブザーバー)
福島.福島県労働安全衛生センター

〒960福島市船場町 1-5

山 口・山口県安全センター

干754山口県小郡郵便局私書箱4 4号

τ'EL( 0543)66-6 888 / F必( (0543)6ι6889

TEL (075)691-6191 / F必((075)691-6145

TEL (06)943-1527

τ'EL( 06)488- 9552

寸' E L(06)488- 9552

/F.必［(06)943-1528

月F A X (06)488-2762

/F.必［(仁 6)488-2762

τ'EL( 082)264-4 110 /FAX( 082)264-4110

τ'EL( 0857)22-6110 / F必正(0857)37-0ω1

TEL (0897)34-02日9/F.必((0897)37-1467

TEL (0888)45-3953/F .必［ (0総 8)45-3928

TEL (096)360-1991/F .必(,(ω6)3 68-6 177

TEL (0975)37-7991/F .必［ (0975)34-8671

TEL (0982)53-9400 /F.必［ (0982)53-3404

TEL (03)3239-9470 /F.必((03)3264-1432

τ'EL( 位45)23-3586 / F .必［ (0245)23戸 3587
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